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議案第６０号 

 

五島市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の制定について 

五島市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例案を次のとおり提出す

る。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

五島市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０３条の２第５

項、第２０４条第３項及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下

「法」という。）第２４条第５項の規定に基づき、法第２２条の２第１項に規定

する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）の給与及び費用弁

償に関し必要な事項を定めるものとする。 

（給与） 

第２条 前条の給与とは、法第２２条の２第１項第２号により採用された会計年度

任用職員（以下「フルタイム会計年度任用職員」という。）にあっては、給料、

地域手当、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、宿日直手

当、夜間勤務手当及び期末手当をいい、同項第１号により採用された会計年度任

用職員（以下「パートタイム会計年度任用職員」という。）にあっては、報酬及

び期末手当をいう。 

（口座振替） 

第３条 給与及び費用弁償は、会計年度任用職員の申出により、その全部又は一部

を口座振替の方法により支払うことができる。 

（フルタイム会計年度任用職員の給料） 

第４条 フルタイム会計年度任用職員の給料の月額は、別表に掲げる職種の区分に

応じ、その職務の内容、責任及び常勤の職員の給与との権衡を考慮して同表に掲

げる給料月額を超えない範囲内において規則で定めるところにより決定する。 

（準用） 

第５条 五島市職員の給与に関する条例（平成１６年五島市条例第４５号。以下
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「給与条例」という。）第８条、第９条、第１４条の２、第１６条、第２２条第

１項、第２項、第４項及び第５項、第２３条、第２４条第１項並びに第２５条の

規定は、フルタイム会計年度任用職員について準用する。この場合において、給

与条例第９条第４項中「勤務時間等条例第３条第１項、第４条及び第５条の規定

に基づく週休日」とあるのは、「当該フルタイム会計年度任用職員について定め

られた週休日」と、給与条例第２２条第１項中「正規の勤務時間を超えて勤務す

ることを命ぜられた職員」とあるのは「当該フルタイム会計年度任用職員につい

て定められた勤務時間（以下この条において「正規の勤務時間」という。）以外

の時間に勤務することを命ぜられたフルタイム会計年度任用職員」と、給与条例

第２３条及び第２５条中「正規の勤務時間」とあるのは「当該フルタイム会計年

度任用職員について定められた勤務時間」と読み替えるものとする。 

２ 前項の規定により準用する給与条例第２４条第１項の勤務は、前項の規定によ

り準用する給与条例第２２条第１項、第２項、第４項及び第５項、第２３条並び

に第２５条の勤務には含まれないものとする。 

（フルタイム会計年度任用職員の特殊勤務手当） 

第６条 フルタイム会計年度任用職員の特殊勤務の種類、支給を受ける者の範囲、

手当の額及びその支給方法は、五島市職員の特殊勤務手当支給条例（平成１６年

五島市条例第４７号。以下「特殊勤務手当条例」という。）の定めるところによ

る。 

（フルタイム会計年度任用職員の給与の減額） 

第７条 フルタイム会計年度任用職員が当該フルタイム会計年度任用職員について

定められた勤務時間に勤務しないときは、国民の祝日に関する法律（昭和２３年

法律第１７８号）による休日（以下「祝日法による休日」という。）又は代休日

を指定されて、当該祝日法による休日に割り振られた勤務時間の全部を勤務した

会計年度任用職員にあっては、当該休日に代わる代休日（以下「祝日法による休

日等」という。）である場合、１２月２９日から翌年の１月３日までの日（祝日

法による休日を除く。以下「年末年始の休日」という。）又は代休日を指定され

て、当該年末年始の休日に割り振られた勤務時間の全部を勤務した会計年度任用

職員にあっては、当該休日に代わる代休日（以下「年末年始の休日等」とい

う。）である場合その他その勤務しないことにつき特に任命権者（法第６条第１
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項に規定する任命権者をいう。以下同じ。）の承認があった場合を除き、その勤

務しない１時間につき、第９条に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額して

給与を支給する。 

（端数計算） 

第８条 前条に規定する勤務１時間当たりの給与額並びに第５条の規定により準用

する給与条例第２２条第１項、第２項、第４項及び第５項、第２３条並びに第２

５条の規定により勤務１時間につき支給する時間外勤務手当、休日勤務手当又は

夜間勤務手当の額を算定する場合において、当該額に５０銭未満の端数を生じた

ときはこれを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数を生じたときはこれを１円に

切り上げるものとする。 

（フルタイム会計年度任用職員の勤務１時間当たりの給与額の算出） 

第９条 第５条の規定により準用する給与条例第２２条第１項、第２項、第４項及

び第５項、第２３条並びに第２５条に規定する勤務１時間当たりの給与額は、給

料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額に１２を乗じ、その額を当該

フルタイム会計年度任用職員について定められた１週間当たりの勤務時間に５２

を乗じたものから７時間４５分に１８を乗じたものを減じたもので除して得た額

とする。 

（フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第１０条 給与条例第２９条から第３１条までの規定は、任期の定めが６月以上の

フルタイム会計年度任用職員について準用する。 

２ 任期の定めが６月に満たないフルタイム会計年度任用職員が１会計年度内にお

ける会計年度任用職員としての任期（任命権者を同じくするものに限る。第１８

条第２項において同じ。）の定めの合計が６月以上に至ったときは、当該フルタ

イム会計年度任用職員は、当該会計年度において、前項に規定する任期の定めが

６月以上のフルタイム会計年度任用職員とみなす。 

（フルタイム会計年度任用職員の退職手当） 

第１１条 退職手当については、長崎県市町村総合事務組合が定めるところによ

る。 

（パートタイム会計年度任用職員の報酬） 

第１２条 月額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の報酬の額は、基準
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月額に、当該パートタイム会計年度任用職員について定められた１週間当たりの

勤務時間を３８．７５で除して得た数字を乗じて得た額を超えない範囲内におい

て、規則で定めるところにより決定する。 

２ 日額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の報酬の額は、基準月額を

２１で除して得た額に、当該パートタイム会計年度任用職員について定められた

１日当たりの勤務時間を７．７５で除して得た数を乗じて得た額を超えない範囲

内において、規則で定めるところにより決定する。 

３ 時間で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の報酬の額は、基準月額を

１６２．７５で除して得た額を超えない範囲内において、規則で定めるところに

より決定する。 

４ 前３項の「基準月額」とは、パートタイム会計年度任用職員の１週間当たりの

通常の勤務時間が３８時間４５分とした場合の報酬の月額であって、その者の職

務の内容及び責任、職務遂行上必要となる知識、技術及び職務経験等に照らして

第４条及び第５条の例により決定した額に、市長が規則で定める額を加算したも

のとする。 

（パートタイム会計年度任用職員の特殊勤務に係る報酬） 

第１３条 特殊勤務手当条例第２条に規定する業務に従事することを命ぜられたパ

ートタイム会計年度任用職員には、特殊勤務手当条例の例により計算して得た額

を特殊勤務に係る報酬として支給する。 

（パートタイム会計年度任用職員の時間外勤務に係る報酬） 

第１４条 当該パートタイム会計年度任用職員について定められた勤務時間（以下

「正規の勤務時間」という。）以外の時間に勤務することを命ぜられたパートタ

イム会計年度任用職員に対して、その正規の勤務時間以外の時間に勤務した全時

間について、時間外勤務に係る報酬を支給する。 

２ 前項に規定する時間外勤務に係る報酬の額は、勤務１時間につき、第２０条に

規定する勤務１時間当たりの報酬額に１００分の１２５から１００分の１５０ま

での範囲内で市長が規則で定める割合（その勤務が午後１０時から翌日の午前５

時までの間にある場合は、その割合に１００分の２５を加算した割合）を乗じて

得た額を、時間外勤務に係る報酬として支給する。ただし、その勤務の時間とそ

の勤務をした日における正規の勤務時間との合計が７時間４５分に達するまでの
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間又は割り振られた１週間の勤務時間を超えてした勤務のうち、その勤務の時間

と割り振り変更前の勤務時間との合計が週３８時間４５分に達するまでの間の勤

務に対するこの項の規定の適用については、「１００分の１２５から１００分の

１５０までの範囲内で市長が規則で定める割合（その勤務が午後１０時から翌日

の午前５時までの間である場合は、その割合に１００分の２５を加算した割

合）」とあるのは、「１００分の１００（その勤務が午後１０時から翌日の午前

５時までの間である場合は、１００分の１２５）」とする。 

（パートタイム会計年度任用職員の休日勤務に係る報酬） 

第１５条 祝日法による休日等及び年末年始の休日等において、正規の勤務時間中

に勤務することを命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、その正規の勤

務時間中に勤務した全時間について、休日勤務に係る報酬を支給する。 

２ 前項に規定する休日勤務に係る報酬の額は、勤務１時間につき、第２０条に規

定する勤務１時間当たりの報酬額に１００分の１２５から１００分の１５０まで

の範囲内で市長が規則で定める割合を乗じて得た額とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、休日に勤務することを命ぜられた勤務時間に相当

する時間を、他の日に勤務させないこととされたパートタイム会計年度任用職員

の、その休日の勤務に対しては、第１項に規定する報酬を支給しない。 

（パートタイム会計年度任用職員の夜間勤務に係る報酬） 

第１６条 正規の勤務時間として、午後１０時から翌日の午前５時までの間に勤務

することを命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、その間に勤務した全

時間について、夜間勤務に係る報酬を支給する。 

２ 前項に規定する夜間勤務に係る報酬の額は、勤務１時間につき、第２０条に規

定する勤務１時間当たりの報酬額に１００分の２５を乗じて得た額とする。 

（パートタイム会計年度任用職員の報酬の端数計算） 

第１７条 第２０条各項に規定する勤務１時間当たりの報酬額及び第１２条から前

条までの規定により勤務１時間につき支給する報酬の額を算定する場合におい

て、当該額に、５０銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０銭以上１

円未満の端数を生じたときはこれを１円に切り上げるものとする。 

（パートタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第１８条 給与条例第２９条から第３１条までの規定は、任期の定めが６月以上の
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パートタイム会計年度任用職員（１週間当たりの勤務時間が著しく少ない者とし

て市長が規則で定めるものを除く。以下この条において同じ。）について準用す

る。この場合において、給与条例第２９条第４項中「それぞれその基準日現在

（退職し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失

職し、又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給料及び扶養手当の月額

並びにこれらに対する地域手当の月額の合計額」とあるのは、「それぞれその基

準日（退職し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しく

は失職し、又は死亡した日現在）以前６か月以内のパートタイム会計年度任用職

員としての在職期間における報酬（フルタイム会計年度任用職員との均衡を考慮

して市長が規則で定める額を除く。）の１か月当たりの平均額」と読み替えるも

のとする。 

２ 任期の定めが６月に満たないパートタイム会計年度任用職員の１会計年度内に

おける会計年度任用職員としての任期の定めの合計が６月以上に至ったときは、

当該パートタイム会計年度任用職員は、当該会計年度において、前項に規定する

任期の定めが６月以上のパートタイム会計年度任用職員とみなす。 

（パートタイム会計年度任用職員の報酬の支給） 

第１９条 報酬の計算期間は、月の１日から末日までとし、毎月２１日（その日が

日曜日若しくは土曜日又は祝日法による休日（以下「日曜日等」という。）に当

たるときは、その日前においてその日に最も近い日曜日等でない日）にこれを支

給する。 

２ 日額又は時間額により報酬が定められたパートタイム会計年度任用職員に対し

ては、その者の勤務日数又は勤務時間に応じて報酬を支給する。 

３ 月額により報酬が定められたパートタイム会計年度任用職員に対しては、職員

となった日から退職した日までの報酬を支給する。ただし、死亡により退職した

場合は、その月の末日までの報酬を支給する。 

４ 前項の規定により報酬を支給する場合であって、月の１日から支給するとき以

外のとき、又は月の末日まで支給するとき以外のときは、その報酬額は、その月

の現日数から当該パートタイム会計年度任用職員について定められた週休日の日

数を差し引いた日数を基礎として日割りによって計算する。 

（パートタイム会計年度任用職員の勤務１時間当たりの報酬額） 
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第２０条 第１４条から第１６条までに規定する勤務１時間当たりの報酬額は、次

の各号に掲げる報酬の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 月額による報酬 第１２条第１項の規定により決定した額に１２を乗じ、

その額を当該パートタイム会計年度任用職員について定められた１週間当たり

の勤務時間に５２を乗じたものから７時間４５分に当該パートタイム会計年度

任用職員について定められた１週間当たりの勤務時間を３８時間４５分で除し

て得た数に１８を乗じて得た時間を減じたもので除して得た額 

(2) 日額による報酬 第１２条第２項の規定により決定した額を当該パートタ

イム会計年度任用職員について定められた１日当たりの勤務時間で除して得た

額 

(3) 時間額による報酬 第１２条第３項の規定により決定した額 

２ 次条に規定する勤務１時間当たりの報酬は、次の各号に掲げる報酬の区分に応

じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 月額による報酬 第１２条第１項の規定により決定した額に１２を乗じて

得た額を当該パートタイム会計年度任用職員について定められた１週間当たり

の勤務時間に５２を乗じたもので除して得た額 

(2) 日額による報酬 前項第２号の規定により計算して得た額 

(3) 時間額による報酬 前項第３号の規定により計算して得た額 

（パートタイム会計年度任用職員の給与の減額） 

第２１条 月額により報酬を定められているパートタイム会計年度任用職員が正規

の勤務時間中に勤務しないときは、祝日法による休日等又は年末年始の休日等で

ある場合、有給の休暇による場合その他任命権者が定める場合を除き、その勤務

しない１時間につき、前条第２項第１号に定める勤務１時間当たりの報酬額を減

額する。 

２ 日額により報酬を定められているパートタイム会計年度任用職員が正規の勤務

時間中に勤務しないときは、有給の休暇による場合その他任命権者が定める場合

を除き、その勤務しない１時間につき、前条第２項第２号に定める勤務１時間当

たりの報酬額を減額する。 

（パートタイム会計年度任用職員の報酬の特例） 

第２２条 第１２条から前条までの規定にかかわらず、職務の特殊性等を考慮し、
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市長が特に必要と認めるパートタイム会計年度任用職員の報酬については、月額

３４万５，０００円を超えない範囲内において、任命権者が別に定めるものとす

る。 

（パートタイム会計年度任用職員の通勤に係る費用弁償） 

第２３条 パートタイム会計年度任用職員が給与条例第１６条第１項各号に定める

通勤手当の支給要件に該当するときは、通勤に係る費用弁償を支給する。 

２ 通勤に係る費用弁償の額、支給日及び返納については、給与条例第１６条第２

項から第６項までの規定の例による。 

（パートタイム会計年度任用職員の公務のための旅行に係る費用弁償） 

第２４条 パートタイム会計年度任用職員が公務のための旅行に係る費用を負担す

るときは、その旅行に係る費用弁償を支給する。 

２ 旅行に係る費用弁償の額は、五島市職員等の旅費支給条例（平成１６年五島市

条例第４８号）の例による。この場合において、パートタイム会計年度任用職員

の職務は、給与条例第５条第１項に規定する行政職給料表における２級以下に相

当するものとする。 

（委任） 

第２５条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（期末手当の支給に係る特例） 

２ 法第２８条の５第１項又は第２８条の６第２項の規定により任用されていた職

員、地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年法律第

４８号）第３条から第５条までの規定により任用されていた職員又は五島市嘱託

員の任用及び勤務条件等に関する規則（平成１７年五島市規則第４０号）に基づ

き任用されていた者であって、当該任用されていた職を退職し、引き続き会計年

度任用職員として任用されたものに係る第１０条又は第１８条の規定の適用にお

いては、第１０条又は第１８条の規定により準用する給与条例第２９条第２項の

在職期間については、当該任用されていた職に在職していた期間を通算して計算

するものとする。 
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別表（第４条関係） 

職種 給料月額 

医師及び歯科医師 給与条例別表第２医療職給料表に定める職務

の級が１級における最高号給の給料月額 

上記以外のもの 給与条例別表第１行政職給料表に定める職務

の級が１級における最高号給の給料月額 

 

 

（提案理由） 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２９号）

の施行により会計年度任用職員制度が創設されるため、会計年度任用職員の給与及

び費用弁償に関し必要な事項を定める必要がある。これが、この条例案を提出する

理由である。 
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議案第６１号 

 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の

整備等に関する条例の制定について 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備

等に関する条例案を次のとおり提出する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の

整備等に関する条例 

（五島市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第１条 五島市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（平成１６年五島市

条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

第３条に次の１項を加える。 

４ 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する第１項及び前項

の適用については、第１項中「３年」とあるのは「法第２２条の２第２項の規

定により任命権者が定める任期」と、前項中「当該刑事事件が裁判所に係属す

る間」とあるのは「法第２２条の２第２項の規定により任命権者が定める任期

のうち当該刑事事件が裁判所に係属する間」と読み替えるものとする。 

（五島市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第２条 五島市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（平成１６年五島市条例第

３０号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「給料の月額」の次に「（地方公務員法第２２条の２第１項第１号に

掲げる職員にあっては、五島市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条

例（令和元年五島市条例第 号）第１３条又は第２３条の規定により決定した報

酬の額）」を加える。 

（五島市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第３条 五島市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１６年五島市条例第３

３号）の一部を次のように改正する。 

第１９条の見出し中「非常勤職員」を「会計年度任用職員」に改め、同条中
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「非常勤職員（再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員を除く。）」を

「地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員」に改める。 

（五島市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第４条 五島市職員の育児休業等に関する条例（平成１６年五島市条例第３４号）

の一部を次のように改正する。 

第７条第１項中「している職員」の次に「（地方公務員法（昭和２５年法律第

２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。）」を加える。 

第８条中「した職員」の次に「（地方公務員法第２２条の２第１項に規定する

会計年度任用職員を除く。）」を加える。 

第２０条第２号中「（昭和２５年法律第２６１号）」を削る。 

第２２条中「第１９条第１項」の次に「又は五島市会計年度任用職員の給与及

び費用弁償に関する条例（令和元年五島市条例第 号）第８条若しくは第２２

条」を加え、「同条例第２７条」を「給与条例第２７条又は五島市会計年度任用

職員の給与及び費用弁償に関する条例第１０条若しくは第２１条」に改める。 

（公益的法人等への五島市職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第５条 公益的法人等への五島市職員の派遣等に関する条例（平成１６年五島市条

例第３５号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第３号中「第２２条第１項」を「第２２条」に改める。 

（五島市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償条例の一部改正） 

第６条 五島市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償条例（平成１６年

五島市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第２０３条の２第４項」を「第２０３条の２第５項」に改める。 

（五島市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第７条 五島市職員の給与に関する条例（平成１６年五島市条例第４５号）の一部

を次のように改正する。 

第５条第２項中「第３６条」の次に「及び第３７条」を加える。 

第３６条を次のように改める。 

（臨時的に任用された職員の給与） 

第３６条 法第２２条の３第１項、法第２６条の６第７項、地方公務員の育児休

業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第６条第１項の規定により臨時
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的に任用された職員の給与については、任命権者が市長に協議して別に定める。 

第３７条を第３８条とし、第３６条の次に次の１条を加える。 

（会計年度任用職員の給与） 

第３７条 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員の給与については、

他の常勤の職員との権衡、その職務の特殊性等を考慮し、別に条例で定める。 

（五島市現業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第８条 五島市現業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１６年五島市条

例第４６号）の一部を次のように改正する。 

第２１条を第２２条とし、第２０条の次に次の１条を加える。 

（会計年度任用職員の給与） 

第２１条 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員の給与

については、五島市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和

元年五島市条例第 号）の規定を準用する。 

（五島市職員の特殊勤務手当支給条例の一部改正） 

第９条 五島市職員の特殊勤務手当支給条例（平成１６年五島市条例第４７号）の

一部を次のように改正する。 

第１条中「第１８条」の次に「及び五島市会計年度任用職員の給与及び費用弁

償に関する条例（令和元年五島市条例第 号）第７条」を加える。 

附則第３項の表平成３１年度の項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改め

る。 

（五島市職員等の旅費支給条例の一部改正） 

第１０条 五島市職員等の旅費支給条例（平成１６年五島市条例第４８号）の一部

を次のように改正する。 

別表第１行政職給料表、医療職給料表、特定任期付職員給料表、特定業務等従

事任期付職員給料表及び教育職給料表の適用を受ける者の項中「受ける者」の次

に「並びに会計年度任用職員」を加える。 

別表第２行政職給料表及び教育職給料表の２級以下の職務にある者並びに特定

業務等従事任期付職員給料表の適用を受ける者の項中「並びに特定業務等従事任

期付職員給料表の適用を受ける者」を「、特定業務等従事任期付職員給料表の適

用を受ける者並びに会計年度任用職員」に改める。 
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（五島市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第１１条 五島市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１６年五島市

条例第２６３号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「及び」を「並びに」に改め、「占める職員」の次に「及び同

法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員」を加える。 

第１９条を次のように改める。 

（会計年度任用職員の給与） 

第１９条 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員の給与

については、五島市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和

元年五島市条例第 号）の規定を準用する。 

（五島市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第１２条 五島市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年五島市

条例第６４号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「占める職員」の次に「及び同法第２２条の２第１項第２号に掲げる

職員」を加える。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

（提案理由） 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２９号）

の施行により会計年度任用職員制度が創設されることに伴い、関係する条例につい

て、所要の規定の整備等を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由で

ある。 
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議案第６２号 

 

五島市税条例等の一部改正について 

五島市税条例等の一部を改正する条例案を次のとおり提出する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

五島市税条例等の一部を改正する条例 

（五島市税条例の一部改正） 

第１条 五島市税条例（平成１６年五島市条例第７５号）の一部を次のように改正

する。 

第３６条の２中第８項を第９項とし、第７項を第８項とし、第６項を第７項と

し、第５項の次に次の１項を加える。 

６ 第１項又は前項の場合において、前年において支払を受けた給与で所得税法

第１９０条の規定の適用を受けたものを有する者で市内に住所を有するもの

が、第１項の申告書を提出するときは、法第３１７条の２第１項各号に掲げる

事項のうち施行規則で定めるものについては、施行規則で定める記載によるこ

とができる。 

第３６条の３の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改

め、同条第１項中「同項の」を「同項に規定する」に改め、同項第３号を同項

第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

(3) 当該給与所得者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨 

第３６条の３の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改

め、同条第１項中「第２０３条の５第１項」を「第２０３条の６第１項」に改

め、「ならない者」の次に「又は法の施行地において同項に規定する公的年金等

（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項におい

て「公的年金等」という。）の支払を受ける者であって、扶養親族（控除対象扶

養親族を除く。）を有する者若しくは単身児童扶養者である者」を加え、「同項

の」を「所得税法第２０３条の６第１項に規定する」に、「同項に規定する公的

年金等」を「公的年金等」に改め、同項第３号を同項第４号とし、同項第２号の

次に次の１号を加える。 
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(3) 当該公的年金等受給者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨 

第３６条の３の３第２項中「第２０３条の５第２項」を「第２０３条の６第２

項」に改め、同条第４項中「第２０３条の５第５項」を「第２０３条の６第６

項」に改める。 

第３６条の４第１項中「によって」を「により」に、「同条第７項」を「同条

第８項」に、「第８項」を「第９項」に、「においては」を「には」に改める。 

附則第１５条の２に次の３項を加える。 

２ 県知事は、当分の間、前項の規定により行う軽自動車税の環境性能割の賦課

徴収に関し、３輪以上の軽自動車が法第４４６条第１項（同条第２項において

準用する場合を含む。）又は法第４５１条第１項若しくは第２項（これらの規

定を同条第４項において準用する場合を含む。）の適用を受ける３輪以上の軽

自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附

則第２９条の９第３項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において

同じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

３ 県知事は、当分の間、第１項の規定により賦課徴収を行う軽自動車税の環境

性能割につき、その納付すべき額について不足額があることを附則第１５条の

４の規定により読み替えられた第８１条の６第１項の納期限（納期限の延長が

あったときは、その延長された納期限）後において知った場合において、当該

事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請をした者が偽りその他不正

の手段（当該申請をした者に当該申請に必要な情報を直接又は間接に提供した

者の偽りその他不正の手段を含む。）により国土交通大臣の認定等を受けたこ

とを事由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消したことに

よるものであるときは、当該申請をした者又はその一般承継人を当該不足額に

係る３輪以上の軽自動車について法附則第２９条の１１の規定によりその例に

よることとされた法第１６１条第１項に規定する申告書を提出すべき当該３輪

以上の軽自動車の取得者とみなして、軽自動車税の環境性能割に関する規定を

適用する。 

４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境性能割の

額は、同項の不足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額を

加算した金額とする。 
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附則第１５条の２を附則第１５条の２の２とし、附則第１５条の次に次の１条

を加える。 

（軽自動車税の環境性能割の非課税） 

第１５条の２ 法第４５１条第１項第１号（同条第４項において準用する場合を

含む。）に掲げる３輪以上の軽自動車（自家用のものに限る。以下この条にお

いて同じ。）に対しては、当該３輪以上の軽自動車の取得が令和元年１０月１

日から令和２年９月３０日までの間（附則第１５条の６第３項において「特定

期間」という。）に行われたときに限り、第８０条第１項の規定にかかわら

ず、軽自動車税の環境性能割を課さない。 

附則第１５条の６に次の１項を加える。 

３ 自家用の３輪以上の軽自動車であって乗用のものに対する第８１条の４（第

２号に係る部分に限る。）及び前項の規定の適用については、当該軽自動車の

取得が特定期間に行われたときに限り、これらの規定中「１００分の２」とあ

るのは、「１００分の１」とする。 

附則第１６条中「附則第３０条」を「附則第３０条第１項」に改め、「指定」

の次に「（次項から第４項までにおいて「初回車両番号指定」という。）」を加

え、同条に次の３項を加える。 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に対

する第８２条の規定の適用については、当該軽自動車が平成３１年４月１日

から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和

２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和２年４月１日か

ら令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３

年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア(ｲ) 3,900円 1,000円 

第２号ア(ｳ)ａ 6,900円 1,800円 

10,800円 2,700円 

第２号ア(ｳ)ｂ 3,800円 1,000円 

5,000円 1,300円 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第１項第３
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号に規定するガソリン軽自動車（以下この項及び次項において「ガソリン軽

自動車」という。）のうち３輪以上のものに対する第８２条の規定の適用に

ついては、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３

１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車

税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽

自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア(ｲ) 3,900円 2,000円 

第２号ア(ｳ)ａ 6,900円 3,500円 

10,800円 5,400円 

第２号ア(ｳ)ｂ 3,800円 1,900円 

5,000円 2,500円 

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車のうち

３輪以上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第８２

条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日か

ら令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２

年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和２年４月

１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には

令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア(ｲ) 3,900円 3,000円 

第２号ア(ｳ)ａ 6,900円 5,200円 

10,800円 8,100円 

第２号ア(ｳ)ｂ 3,800円 2,900円 

5,000円 3,800円 

附則第１６条の２を次のように改める。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第１６条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、３輪以上の軽自

動車が前条第２項から第４項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車に
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該当するかどうかの判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附則第３０

条の２第１項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）

に基づき当該判断をするものとする。 

２ 市長は、納付すべき軽自動車税の種別割の額について不足額があることを第

８３条第２項の納期限（納期限の延長があったときは、その延長された納期

限）後において知った場合において、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣

の認定等の申請をした者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該申

請に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含

む。）により国土交通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交通大臣が

当該国土交通大臣の認定等を取り消したことによるものであるときは、当該申

請をした者又はその一般承継人を賦課期日現在における当該不足額に係る３輪

以上の軽自動車の所有者とみなして、軽自動車税の種別割に関する規定（第８

７条及び第８８条の規定を除く。）を適用する。 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種別割の額

は、同項の不足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額を加

算した金額とする。 

第２条 五島市税条例の一部を次のように改正する。 

第２４条第１項第２号中「又は寡夫」を「、寡夫又は単身児童扶養者」に改め

る。 

附則第１６条第１項中「第４項」を「第５項」に改め、同条に次の１項を加え

る。 

５ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車のう

ち、自家用の乗用のものに対する第８２条の規定の適用については、当該軽自

動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定

を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が

令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第２項の表の左欄に掲

げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

附則第１６条の２第１項中「第４項」を「第５項」に改める。 
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（五島市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 五島市税条例等の一部を改正する条例（平成３０年五島市条例第２５号）

の一部を次のように改正する。 

第４８条の改正規定中「及び第１１項」を「、第１１項及び第１３項」に、

「３項」を「８項」に改め、「次項」の次に「及び第１２項」を加え、「その他

施行規則で定める方法」を削り、「申告は、」の次に「申告書記載事項が」を加

え、同改正規定に次のように加える。 

１３ 第１０項の内国法人が、電気通信回線の故障、災害その他の理由により地

方税関係手続用電子情報処理組織を使用することが困難であると認められる場

合で、かつ、同項の規定を適用しないで納税申告書を提出することができると

認められる場合において、同項の規定を適用しないで納税申告書を提出するこ

とについて市長の承認を受けたときは、当該市長が指定する期間内に行う同項

の申告については、前３項の規定は、適用しない。法人税法第７５条の４第２

項の申請書を同項に規定する納税地の所轄税務署長に提出した第１０項の内国

法人が、当該税務署長の承認を受け、又は当該税務署長の却下の処分を受けて

いない旨を記載した施行規則で定める書類を、納税申告書の提出期限の前日ま

でに、又は納税申告書に添付して当該提出期限までに、市長に提出した場合に

おける当該税務署長が指定する期間内に行う第１０項の申告についても、同様

とする。 

１４ 前項前段の承認を受けようとする内国法人は、同項前段の規定の適用を受

けることが必要となった事情、同項前段の規定による指定を受けようとする期

間その他施行規則で定める事項を記載した申請書に施行規則で定める書類を添

付して、当該期間の開始の日の１５日前までに、これを市長に提出しなければ

ならない。 

１５ 第１３項の規定の適用を受けている内国法人は、第１０項の申告につき第

１３項の規定の適用を受けることをやめようとするときは、その旨その他施行

規則で定める事項を記載した届出書を市長に提出しなければならない。 

１６ 第１３項前段の規定の適用を受けている内国法人につき、法第３２１条の

８第５１項の処分又は前項の届出書の提出があったときは、これらの処分又は

届出書の提出があった日の翌日以後の第１３項前段の期間内に行う第１０項の
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申告については、第１３項前段の規定は適用しない。ただし、当該内国法人

が、同日以後新たに同項前段の承認を受けたときは、この限りでない。 

１７ 第１３項後段の規定の適用を受けている内国法人につき、第１５項の届出

書の提出又は法人税法第７５条の４第３項若しくは第６項（同法第８１条の２

４の３第２項において準用する場合を含む。）の処分があったときは、これら

の届出書の提出又は処分があった日の翌日以後の第１３項後段の期間内に行う

第１０項の申告については、第１３項後段の規定は適用しない。ただし、当該

内国法人が、同日以後新たに同項後段の書類を提出したときは、この限りでな

い。 

附則第１条第４号中「３項を」を「８項を」に改める。 

附則第２条第３項中「第１２項」を「第１７項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行

する。 

(1) 第１条（次号に掲げる改正規定を除く。）、第３条及び附則第４条の規定 

令和元年１０月１日 

(2) 第１条中五島市税条例第３６条の２中第８項を第９項とし、第７項を第８

項とし、第６項を第７項とし、第５項の次に１項を加える改正規定並びに第３

６条の３の２、第３６条の３の３及び第３６条の４第１項の改正規定並びに附

則第２条の規定 令和２年１月１日 

(3) 第２条中五島市税条例第２４条の改正規定及び附則第３条の規定 令和３

年１月１日 

(4) 第２条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第５条の規定 令和３

年４月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第２号に掲げる規定による改正後の五島市税条例（次項及び第３項に

おいて「２年新条例」という。）第３６条の２第６項の規定は、同号に掲げる規

定の施行の日以後に令和２年度以後の年度分の個人の市民税に係る申告書を提出

する場合について適用し、同日前に当該申告書を提出した場合及び同日以後に令
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和元年度分までの個人の市民税に係る申告書を提出する場合については、なお従

前の例による。 

２ ２年新条例第３６条の３の２第１項（第３号に係る部分に限る。）の規定は、

前条第２号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべき五島市税条例第３６

条の２第１項に規定する給与について提出する２年新条例第３６条の３の２第１

項及び第２項に規定する申告書について適用する。 

３ ２年新条例第３６条の３の３第１項の規定は、前条第２号に掲げる規定の施行

の日以後に支払を受けるべき所得税法等の一部を改正する法律（平成３１年法律

第６号）第１条の規定による改正後の所得税法（昭和４０年法律第３３号。以下

この項において「新所得税法」という。）第２０３条の６第１項に規定する公的

年金等（新所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。）につい

て提出する２年新条例第３６条の３の３第１項に規定する申告書について適用す

る。 

第３条 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の五島市税条例第２４条第１

項（第２号に係る部分に限る。）の規定は、令和３年度以後の年度分の個人の市

民税について適用し、令和２年度分までの個人の市民税については、なお従前の

例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第１号に掲げる規定による改正

後の五島市税条例（以下「元年１０月新条例」という。）の規定中軽自動車税の

環境性能割に関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日以後に取得された３輪

以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割について適用する。 

２ 元年１０月新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、令和２年度以

後の年度分の軽自動車税の種別割について適用する。 

第５条 附則第１条第４号に掲げる規定による改正後の五島市税条例の規定は、令

和３年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和２年度分まで

の軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 

 

 

（提案理由） 
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地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の一部改正に伴い、軽自動車税種別割に

係るグリーン化特例を延長するなど、所要の規定の整備等を行う必要がある。これ

が、この条例案を提出する理由である。 
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議案第６３号 

 

五島市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部改正につい

て 

五島市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正する条例

案を次のとおり提出する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

五島市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正する

条例 

五島市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（平成１６年五島市条

例第２６１号）の一部を次のように改正する。 

第４条中第１号を削り、第２号を第１号とし、同条第３号中「免職」を「懲戒免

職」に改め、同号を同条第２号とし、同条第４号を同条第３号とする。 

第５条第２項第１号中「前条第３号」を「前条第２号」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和元年１２月１４日から施行する。 

 

 

（提案理由） 

成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成２８年法律第２９号）に基づく措

置として成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律

の整備に関する法律（令和元年法律第３７号）が公布されたことを受け、消防団員

の欠格条項を見直すため、所要の規定の整備を行う必要がある。これが、この条例

案を提出する理由である。 
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議案第６４号 

 

五島市印鑑条例の一部改正について 

五島市印鑑条例の一部を改正する条例案を次のとおり提出する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

五島市印鑑条例の一部を改正する条例 

五島市印鑑条例（平成１６年五島市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「五島市の」を「五島市が備える」に改める。 

第４条第１項中「及び」を「、及び」に改める。 

第５条第１項第１号中「、名」の次に「、旧氏（住民基本台帳法施行令（昭和４

２年政令第２９２号。以下「政令」という。）第３０条の１３に規定する旧氏をい

う。以下同じ。）」を加え、「住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２

号）第３０条の２６第１項」を「政令第３０条の１６第１項」に改め、「又は氏

名」の次に「、旧氏」を加え、同項第２号中「その他氏名」の次に「、旧氏」を加

える。 

第１１条第１項第３号中「、氏」の次に「（氏に変更があった者にあっては、住

民票に記録がされている旧氏を含む。）」を加える。 

附 則 

この条例は、令和元年１１月５日から施行する。 

 

 

（提案理由） 

住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）等の一部改正を受け、印鑑

登録に旧氏を用いることができるようにするため、所要の規定の整備を行う必要が

ある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第６５号 

 

五島市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正について 

五島市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例案を次のとおり提

出する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

五島市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 

 五島市災害弔慰金の支給等に関する条例（平成１６年五島市条例第９１号）の一

部を次のように改正する。 

第１６条第３項を次のように改める。 

３ 償還金の支払猶予、償還免除、報告等、一時償還及び違約金については、法第

１３条、第１４条第１項及び第１６条並びに政令第８条、第９条及び第１２条の

規定によるものとする。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

（提案理由） 

災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和４８年法律第８２号）等の一部改正に伴

い、所要の規定の整理を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由であ

る。 
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議案第６６号 

 

五島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例等の一部改正について 

五島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例等の一部を改正する条例案を次のとおり提出する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

五島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例等の一部を改正する条例 

（五島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部改正） 

第１条 五島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例（平成２６年五島市条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

第２条第９号中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め、同条第１０号

中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第１１号中

「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同条中第２２号を

第２７号とし、第１７号から第２１号までを５号ずつ繰り下げ、同条第１６号中

「の規定において」を「において」に、「支給認定保護者」を「教育・保育給付

認定保護者」に改め、同号を同条第２１号とし、同条中第１５号を第２０号とし、

第１４号を第１９号とし、同条第１３号中「支給認定」を「教育・保育給付認

定」に改め、同号を同条第１８号とし、同条中第１２号を第１７号とし、第１１

号の次に次の５号を加える。 

(12) 満３歳以上教育・保育給付認定子ども 子ども・子育て支援法施行令

（平成２６年政令第２１３号。以下「政令」という。）第４条第１項に規定

する満３歳以上教育・保育給付認定子どもをいう。 

(13) 特定満３歳以上保育認定子ども 政令第４条第１項第２号に規定する特

定満３歳以上保育認定子どもをいう。 

(14) 満３歳未満保育認定子ども 政令第４条第２項に規定する満３歳未満保

育認定子どもをいう。 
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(15) 市町村民税所得割合算額 政令第４条第２項第２号に規定する市町村民

税所得割合算額をいう。 

(16) 負担額算定基準子ども 政令第１３条第２項に規定する負担額算定基準

子どもをいう。 

第３条第１項中「良質かつ適切な」を「良質かつ適切であり、かつ、子どもの

保護者の経済的負担の軽減について適切に配慮された」に改める。 

第５条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「利

用者負担」を「第１３条の規定により支払を受ける費用に関する事項」に改める。 

第６条の見出し中「利用申込みに対する」を削り、同条第１項中「支給認定保

護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第２項中「支給認定子ど

も」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同条第３項中「支給認定子ども」

を「教育・保育給付認定子ども」に、「法第２０条第４項の規定による認定」を

「教育・保育給付認定」に改め、同条第４項中「支給認定保護者」を「教育・保

育給付認定保護者」に改め、同条第５項中「支給認定子ども」を「教育・保育給

付認定子ども」に改める。 

第７条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

第８条中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「支給認定

の有無、支給認定子ども」を「教育・保育給付認定の有無、教育・保育給付認定

子ども」に、「支給認定の有効期間」を「教育・保育給付認定の有効期間」に改

める。 

第９条の見出し及び同条第１項中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改

め、同条第２項中「支給認定の変更」を「教育・保育給付認定の変更」に、「支

給認定保護者が受けている支給認定」を「教育・保育給付認定保護者が受けてい

る教育・保育給付認定」に改める。 

第１０条及び第１１条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」

に改める。 

第１３条第１項中「（特別利用保育及び特別利用教育を含む。以下この条及び

次条において同じ。）」を削り、「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護

者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」に、

「法第２７条第３項第２号に掲げる額（当該特定教育・保育施設が特別利用保育
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を提供する場合にあっては法第２８条第２項第２号に規定する市町村が定める額

とし、特別利用教育を提供する場合にあっては法第２８条第２項第３号に規定す

る市町村が定める額とする。）」を「満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育

給付認定保護者についての法第２７条第３項第２号に掲げる額」に改め、同条第

２項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「規定する額

（その額が現に当該特定教育・保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に

特定教育・保育に要した費用の額）をいい、当該特定教育・保育施設が特別利用

保育を提供する場合にあっては法第２８条第２項第２号に規定する内閣総理大臣

が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特別利用保育に要した

費用の額を超えるときは、当該現に特別利用保育に要した費用の額）を、特別利

用教育を提供する場合にあっては法第２８条第２項第３号に規定する内閣総理大

臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特別利用教育に要し

た費用の額を超えるときは、当該現に特別利用教育に要した費用の額）」を「掲

げる額」に改め、同条第３項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護

者」に改め、同条第４項各号列記以外の部分中「支給認定保護者」を「教育・保

育給付認定保護者」に改め、同項第３号を次のように改める。 

(3) 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 

ア 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものうち、

その教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保護者と同一

の世帯に属する者に係る市町村民税所得割合算額がそれぞれ(ｱ)又は(ｲ)に

定める金額未満であるものに対する副食の提供 

(ｱ) 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども ７７，１０１円 

(ｲ) 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。イ

(ｲ)において同じ。） ５７，７００円（政令第４条第２項第６号に規

定する特定教育・保育給付認定保護者にあっては、７７，１０１円） 

イ 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものうち、

負担額算定基準子ども又は小学校第三学年修了前子ども（小学校、義務教

育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部の第一学年から第三学年まで
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に在籍する子どもをいう。以下イにおいて同じ。）が同一の世帯に３人以

上いる場合にそれぞれ(ｱ)又は(ｲ)に定める者に該当するものに対する副食

の提供（アに該当するものを除く。） 

(ｱ) 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども又は小学校第三学年

修了前子ども（そのうち最年長者及び２番目の年長者である者を除

く。）である者 

(ｲ) 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども（そのうち最年長者

及び２番目の年長者である者を除く。）である者 

ウ 満３歳未満保育認定子どもに対する食事の提供 

第１３条第４項第５号及び同条第５項中「支給認定保護者」を「教育・保育給

付認定保護者」に改め、同条第６項中「並びに支給認定保護者」を「並びに教

育・保育給付認定保護者」に、「、支給認定保護者」を「、当該教育・保育給付

認定保護者」に改める。 

第１４条第１項中「第２８条第１項に規定する特例施設型給付費を含む」を

「第２７条第１項の施設型給付費をいう」に改め、「この項」の次に「、第１９

条及び第３６条第３項」を加え、「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保

護者」に改め、同条第２項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護

者」に改める。 

第１６条第２項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め

る。 

第１７条中「支給認定子どもの」を「教育・保育給付認定子どもの」に、「支

給認定子ども又はその保護者」を「当該教育・保育給付認定子ども又は当該教

育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第１８条中「支給認定子どもに」を「教育・保育給付認定子どもに」に、「支

給認定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認

定保護者」に改める。 

第１９条の見出し中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改

め、同条中「支給認定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教
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育・保育給付認定保護者」に改める。 

第２０条第５号中「支給認定保護者から受領する利用者負担その他の」を「第

１３条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける」に改める。 

第２１条第１項及び第２項ただし書中「支給認定子ども」を「教育・保育給付

認定子ども」に改める。 

第２４条（見出しを含む。）、第２５条及び第２６条中「支給認定子ども」を

「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

第２７条第１項及び第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ど

も」に改め、同条第３項中「支給認定子どもに」を「教育・保育給付認定子ども

に」に、「支給認定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教

育・保育給付認定保護者」に改める。 

第２８条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め

る。 

第３０条第１項中「支給認定子ども又は支給認定保護者」を「教育・保育給付

認定子ども又は教育・保育給付認定保護者」に、「支給認定子どもの」を「教

育・保育給付認定子どもの」に、「支給認定子ども等」を「教育・保育給付認定

子ども等」に改め、同条第３項及び第４項中「支給認定子ども等」を「教育・保

育給付認定子ども等」に改める。 

第３２条第２項及び第４項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ど

も」に改める。 

第３４条第２項各号列記以外の部分中「支給認定子ども」を「教育・保育給付

認定子ども」に改め、同項第２号中「に規定する提供した特定教育・保育に係る

必要な事項」を「の規定による特定教育・保育」に改め、同項第３号中「に規定

する」を「の規定による」に改める。 

第３５条第１項中「この条」を「以下この条」に、「支給認定子ども」を「教

育・保育給付認定子ども」に改め、同条第２項中「支給認定子ども」を「教育・

保育給付認定子ども」に改め、同条第３項中「を含むものとして、本章」を「を、

施設型給付費には特例施設型給付費（法第２８条第１項の特例施設型給付費をい

う。次条第３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、前節」に、「支給

認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に、「とする」を「と、第１３条
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第２項中「法第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項

第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第

３号イ(ｱ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子

ども（特別利用保育を受ける者を除く。）」と、同号イ(ｲ)中「除く」とあるのは

「除き、特別利用保育を受ける者を含む」とする」に改める。 

第３６条第１項中「次項」を「以下この条」に、「支給認定子ども」を「教

育・保育給付認定子ども」に改め、同条第２項中「支給認定子ども」を「教育・

保育給付認定子ども」に改め、同条第３項中「を含む」を「を、施設型給付費に

は特例施設型給付費を、それぞれ含む」に、「本章」を「前節」に、「と、第１３

条第４項第３号中「除き、同項第２号に掲げる小学校就学前子どもについては主

食の提供に係る費用に限る。）」とあるのは「除く。）」を「と、「法第１９条第１

項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総

数」とあるのは「法第１９条第１項第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもの総数」と、第１３条第２項中「法第２

７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項第３号の内閣総理

大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ(ｱ)中「教

育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教

育を受ける者を含む。）」と、同号イ(ｲ)中「を除く」とあるのは「及び特別利用

教育を受ける者を除く」に改める。 

第３７条第１項中「のうち、家庭的保育事業にあってはその」を「（事業所内

保育事業を除く。）の」に、「）の数を」を「）の数は、家庭的保育事業にあって

は」に、「小規模保育事業Ａ型をいう」を「小規模保育事業Ａ型をいう。第４２

条第３項第１号において同じ」に、「小規模保育事業Ｂ型をいう」を「小規模保

育事業Ｂ型をいう。第４２条第３項第１号において同じ」に改め、「その利用定

員の数を」を削り、「附則第４条」を「附則第３条」に改める。 

第３８条第１項中「利用者負担」を「第４３条の規定により支払を受ける費用

に関する事項」に改める。 

第３９条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、

同条第２項中「法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子ど
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もを除く。以下この章において同じ。）」に、「法第２０条第４項の規定による認

定」を「教育・保育給付認定」に、「支給認定子どもが」を「満３歳未満保育認

定子どもが」に改め、同条第３項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定

保護者」に改め、同条第４項中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ど

も」に改める。 

第４０条第２項中「法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改める。 

第４１条中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改める。 

第４２条第１項中「この項」を「以下この項から第５項まで」に改め、同項第

１号中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改め、同項第２号

中「いう」の次に「。以下この条において同じ」を加え、同項第３号中「支給認

定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に、「支給認定保護者」を「教育・

保育給付認定保護者」に改め、同条第４項中「支給認定子ども」を「満３歳未満

保育認定子ども」に改め、同項を同条第９項とし、同条第３項中「を行う者であ

って、第３７条第２項の規定により定める利用定員が２０人以上のもの」を

「（第３７条第２項の規定により定める利用定員が２０人以上のものに限る。次

項において「保育所型事業所内保育事業」という。）を行う者」に改め、同項を

同条第７項とし、同項の次に次の１項を加える。 

８ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、児童福祉法第６条の３第１２項

第２号に規定する事業を行うものであって、市長が適当と認めるもの（附則第

４条において「特例保育所型事業所内保育事業者」という。）については、第

１項本文の規定にかかわらず、連携施設の確保をしないことができる。 

第４２条第２項中「前項本文」を「第１項本文」に改め、同項を同条第６項と

し、同条第１項の次に次の４項を加える。 

２ 市長は、特定地域型保育事業者による代替保育の提供に係る連携施設の確保

が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満

たすと認めるときは、前項第２号の規定を適用しないこととすることができる。 

(1) 特定地域型保育事業者と前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う

者との間でそれぞれの役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

(2) 前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者の本来の業務の遂行に
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支障が生じないようにするための措置が講じられていること。 

３ 前項の場合において、特定地域型保育事業者は、次の各号に掲げる場合の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項に係る連

携協力を行う者として適切に確保しなければならない。 

(1) 当該特定地域型保育事業者が特定地域型保育事業を行う場所又は事業所

（次号において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において

代替保育が提供される場合 小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ

型又は事業所内保育事業を行う者（次号において「小規模保育事業Ａ型事業

者等」という。） 

(2) 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案

して小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市が認める者 

４ 市長は、特定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事項に係る連携

施設の確保が著しく困難であると認めるときは、同号の規定を適用しないこと

とすることができる。 

５ 前項の場合において、特定地域型保育事業者は、児童福祉法第５９条第１項

に規定する施設のうち、次に掲げるもの（入所定員が２０人以上のものに限

る。）であって、市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に係る

連携協力を行う者として適切に確保しなければならない。 

(1) 法第５９条の２第１項の規定による助成を受けている者の設置する施設

（児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務を目的とするものに限

る。） 

(2) 児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務又は同法第３９条第１項

に規定する業務を目的とする施設であって、同法第６条の３第９項第１号に

規定する保育を必要とする乳児・幼児の保育を行うことに要する費用に係る

地方公共団体の補助を受けているもの 

第４３条第１項中「（特別利用地域型保育及び特定利用地域型保育を含む。以

下この条及び第５０条において準用する第１４条において同じ。）」を削り、「支

給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、「（当該特定地域型保育

事業者が特別利用地域型保育を提供する場合にあっては法第３０条第２項第２号

に規定する市町村が定める額とし、特定利用地域型保育を提供する場合にあって
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は法第３０条第２項第３号に規定する市町村が定める額とする。）」を削り、同条

第２項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、「（その額

が現に当該特定地域型保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特定地域

型保育に要した費用の額）をいい、当該特定地域型保育事業者が特別利用地域型

保育を提供する場合にあっては法第３０条第２項第２号に規定する内閣総理大臣

が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特別利用地域型保育に

要した費用の額を超えるときは、当該現に特別利用地域型保育に要した費用の

額）を、特定利用地域型保育を提供する場合にあっては法第３０条第２項第３号

に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当

該特定利用地域型保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特定利用地域

型保育に要した費用の額）」を削り、同条第３項から第５項までの規定中「支給

認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第６項中「並びに支

給認定保護者」を「並びに教育・保育給付認定保護者」に、「、支給認定保護

者」を「、当該教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第４６条第５号中「支給認定保護者から受領する利用者負担その他の」を「第

４３条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける」に改める。 

第４７条第１項及び第２項ただし書中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育

認定子ども」に改める。 

第４９条第２項中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改め、

同項第２号中「に規定する提供した特定地域型保育に係る必要な事項」を「の規

定による特定地域型保育」に改め、同項第３号中「に規定する」を「の規定によ

る」に改める。 

第５０条中「特定地域型保育事業」を「特定地域型保育事業者、特定地域型保

育事業所及び特定地域型保育」に、「第１４条第１項」を「第１１条中「教育・

保育給付認定子どもについて」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（満３歳

未満保育認定子どもに限り、特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この節

において同じ。）について」と、第１２条の見出し中「教育・保育」とあるのは

「地域型保育」と、第１４条の見出し中「施設型給付費」とあるのは「地域型保

育給付費」と、同条第１項」に、「第２８条第１項に規定する特例施設型給付費

を含む。以下この項において同じ。）」を「第２７条第１項の施設型給付費をいう。
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以下この項、第１９条及び第３６条第３項」に、「第３０条第１項に規定する特

例地域型保育給付費を含む。以下この項において同じ。）」を「第２９条第１項の

地域型保育給付費をいう。以下この項及び第１９条」と、「施設型給付費の」と

あるのは「地域型保育給付費の」と、同条第２項中「特定教育・保育提供証明

書」とあるのは「特定地域型保育提供証明書」と、第１９条中「施設型給付費」

とあるのは「地域型保育給付費」に改める。 

第５１条第１項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、

同条第２項中「支給認定子どもの」を「教育・保育給付認定子どもの」に、「法

第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども」

を「満３歳未満保育認定子ども」に、「支給認定子どもを」を「教育・保育給付

認定子どもを」に改め、同条第３項中「特別利用地域型保育を含むものとして、

本章（第３９条第２項及び第４０条第２項を除く」を「特別利用地域型保育を、

地域型保育給付費には特例地域型保育給付費（法第３０条第１項の特例地域型保

育給付費をいう。次条第３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、こ

の章（第４０条第２項を除き、前条において準用する第８条から第１４条まで

（第１０条及び第１３条を除く。次条第３項において同じ。）、第１７条から第１

９条まで及び第２３条から第３３条までを含む」に改め、同項に後段として次の

ように加える。 

この場合において、第３９条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第１

項第３号に掲げる小学校就学前子どもの数」とあるのは「利用の申込みに係る

法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの数」と、「満３歳未満

保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この章において

同じ。）」とあるのは「法第１９条第１項第１号又は第３号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（第５２条第１項の規定により

特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対

象となる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもを含む。）」と、「教育・保育給付認定に基づき、保育

の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認めら

れる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利用できるよう、」とあるのは「抽

選、申込みを受けた順序により決定する方法、当該特定地域型保育事業者の保
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育に関する理念、基本方針等に基づく選考その他公正な方法により」と、第４

３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定

保護者（特別利用地域型保育の対象となる法第１９条第１項第１号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付

認定保護者を除く。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げる

額」とあるのは「法第３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により

算定した費用の額」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、同条

第４項中「前３項」とあるのは「前２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲

げる費用及び食事の提供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除

く。）に要する費用」と、同条第５項中「前各項」とあるのは「前３項」とす

る。 

第５２条第１項及び第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ど

も」に改め、同条第３項中「特定地域型保育には特定利用地域型保育を」を「特

定地域型保育には特定利用地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域型保育

給付費を、それぞれ」に改め、同項に後段として次のように加える。 

この場合において、第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とある

のは「教育・保育給付認定保護者（特定利用地域型保育の対象となる法第１９

条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども（特定満３歳未満保育認定子どもに限る。）に係る教育・保育給付認定保

護者に限る。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」とあ

るのは「法第３０条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定した

費用の額」と、同条第４項中「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事

の提供（特定利用地域型保育の対象となる特定満３歳以上保育認定子どもに対

するもの及び満３歳以上保育認定子どもに係る第１３条第４項第３号ア又はイ

に掲げるものを除く。）に要する費用」とする。 

附則第２条第１項中「（法第２７条第３項第２号に掲げる額（当該特定教育・

保育施設が」とあるのは「（当該特定教育・保育施設が」と、「定める額とす

る。）をいう。）」とあるのは「定める額をいう」を「教育・保育給付認定保護者

（満３歳未満保育認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（満３歳

未満保育認定子ども（特定保育所（法附則第６条第１項に規定する特定保育所を
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いう。次項において同じ。）から特定教育・保育（保育に限る。第１９条におい

て同じ。）を受ける者を除く。以下この項において同じ」に、「（法第２７条第３

項第１号に規定する額」とあるのは「（法附則第６条第３項の規定により読み替

えられた法第２８条第２項第１号に規定する内閣総理大臣が定める基準により算

定した費用の額」を「当該特定教育・保育」とあるのは「当該特定教育・保育

（特定保育所における特定教育・保育（保育に限る。）を除く。）」に改める。 

附則中第３条を削り、第４条を第３条とする。 

附則第５条中「特定地域型保育事業者」の次に「（特例保育所型事業所内保育

事業者を除く。）」を加え、「５年」を「１０年」に改め、同条を附則第４条とす

る。 

（五島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関する条例

の一部改正） 

第２条 五島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関する

条例（平成２７年五島市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「法第１９

条第１項各号」を「次の各号」に、「別表」を「当該各号」に改め、同条に次の

各号を加える。 

(1) 法第１９条第１項第１号の認定を受けた小学校就学前子ども及び同項第

２号の認定を受けた小学校就学前子ども（その年度の４月１日時点で満３歳

に達している者に限る。） ０円 

(2) 法第１９条第１項第２号の認定を受けた小学校就学前子ども（前号に該

当する者を除く。）及び同項第３号の認定を受けた小学校就学前子ども 別

表に定める額 

別表を次のように改める。 

別表（第３条関係） 

各月初日の小学校就学前子どもの属する世帯の階層

区分 
利用者負担額（月額） 

階層区分 定義 
保育標準

時間 

保育短時

間 

第１階層 生活保護世帯 0円 0円 

第２階層 当該年度に納付すべき市町村民税が非課 0円 0円 

 税となる世帯   
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第３階層 当該年度に納付すべ

き所得割課 税額が

48,600円未満の世帯 

ひとり親世帯等 7,000円 7,000円 

 ひとり親世帯等

以外の世帯 

15,200円 15,000円 

第４階層 当該年度に納付すべ ひとり親世帯等 7,000円 7,000円 

 き所得割課 税額が

77,101円未満の世帯 

ひとり親世帯等

以外の世帯 

23,400円 23,000円 

 当該年度に納付すべき所得割課税額が

97,000円未満の世帯 

23,400円 23,000円 

第５階層 当該年度に納付すべき所得割課税額が

169,000円未満の世帯 

34,700円 34,200円 

第６階層 当該年度に納付すべき所得割課税額が

301,000円未満の世帯 

47,500円 46,800円 

第７階層 当該年度に納付すべき所得割課税額が

397,000円未満の世帯 

62,400円 61,400円 

第８階層 当該年度に納付すべき所得割課税額が

397,000円以上の世帯 

81,100円 79,800円 

備考 

１ この表において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

(1) 生活保護世帯 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被

保護世帯（単給世帯を含む。）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関

する法律（平成６年法律第３０号）による支援給付（中国残留邦人等

の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部

を改正する法律（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第１項に規

定する支援給付及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法律

第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりなお従前の例

によることとされた支援給付を含む。）受給世帯をいう。 

(2) ひとり親世帯等 次のいずれかに該当する世帯をいう。 

ア 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第

６条第６項に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養しているもの

の世帯 

イ 次に掲げる在宅障害児（者）を有する世帯 

(ｱ) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に規

定する身体障害者手帳の交付を受けている者 

(ｲ) 療育手帳交付要綱（昭和５２年長崎県告示第６８２号）第４条

に規定する療育手帳の交付を受けている者 

(ｳ) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第

１２３号）第４５条に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受

けている者 
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(ｴ) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１

３４号）に基づく特別児童扶養手当の支給対象児 

(ｵ) 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）に基づく障害基礎年

金等の受給者 

ウ 教育・保育給付認定保護者の申請に基づき、生活保護法に定める

要保護者等特に困窮していると市長が認める世帯 

(3) 所得割課税額 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条

第１項第２号に規定する所得割の額（教育・保育給付認定保護者又は

教育・保育給付認定保護者と同一の世帯に属する者が次に掲げる場合

に該当するときは、それぞれに定める額）をいう。 

ア 賦課期日において地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５

２条の１９第１項の指定都市の区域内に住所を有していた者である場

合 これらの者を指定都市以外の市町村の区域内に住所を有していた

者とみなして算定した額 

イ 母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令（昭和３９年政令第２２４

号）第１条第２号に規定する女子（扶養親族である子を有し、かつ、

前年の合計所得金額が５００万円未満の者に限る。）又は同令第２条

第２号に規定する男子に該当する場合 その者の申請により地方税法

第３１４条の２第１項第８号の規定による控除を適用して算定した額 

ウ 母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令第１条第２号に規定する女

子（扶養親族である子を有し、かつ、前年の合計所得金額が５００万

円以上の者に限る。）に該当する場合 その者の申請により地方税法

第３１４条の２第３項の規定による控除を適用して算定した額 

(4) 保育標準時間 子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府

令第４４号）第４条第１項の規定により１日当たりの保育の利用を１

１時間までとするものをいう。 

(5) 保育短時間 前号の１日当たりの保育の利用を８時間までとするも

のをいう。 

２ 地方税法第３２３条に規定する市町村民税の減免があったときは、その

額を所得割課税額の額から控除して得た額を所得割課税額とする。 

３ 利用者負担額において、世帯構成員中２人以上に所得がある場合は、所

得割課税額を合算したものによる。 

４ ４月分から８月分までの月分の利用者負担額にあっては前年度分の所得

割課税額を基に、９月から翌年３月までの月分の利用者負担額にあっては

当該年度分の所得割課税額を基に決定するものとする。 

５ この表において、生計を一にする世帯に複数の子どもが属する場合にお

ける利用者負担額の月額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定

める額とする。 

(1) 当該世帯に属する子どものうち最年長の者（以下「第１子」とい

う。）が第３条第２号に該当する小学校就学前子どもである場合におけ

る当該小学校就学前子ども この表に定める額の全額 

(2) 当該世帯に属する子どものうち第１子を除き最年長の者（以下この
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項において「第２子」という。）が第３条第２号に該当する小学校就学

前子どもである場合における当該小学校就学前子ども 次に掲げる区

分に応じ、それぞれに定める額 

ア 第１子が第３条第２号に該当する小学校就学前子どもでない場合 

この表に定める額の２分の１に相当する額 

イ 第１子が第３条第２号に該当する小学校就学前子どもである場合  

０円 

(3) 当該世帯に属する子どものうち第３子以降の子ども（第１子及び第

２子以外の者をいう。）が第３条第２号に該当する小学校就学前子ども

である場合における当該小学校就学前子ども ０円 

６ 前項の規定にかかわらず、特定被監護者等（子ども・子育て支援法施行

令（平成２６年政令第２１３号）第１４条の２第１項の特定被監護者等を

いう。以下同じ。）が２人以上いるひとり親世帯等の第３条第２号に該当

する小学校就学前子どもの属する世帯の所得割課税額が７７，１０１円未

満である場合の利用者負担額は、特定被監護者等のうち最年長の者を除く

最年長の者（以下「第２子」という。）以降の者が第３条第２号に該当す

る小学校就学前子どもである場合は、第２子以降の子どもについては０円

とする。 

（五島市立保育事業所条例の一部改正） 

第３条 五島市立保育事業所条例（平成２７年五島市条例第１０号）の一部を次の

ように改正する。 

第１０条第１項に次のただし書を加える。 

ただし、次の各号のいずれかに該当する小学校就学前子どもに係る保育料は、

無料とする。 

(1) 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）

第１９条第１項第１号の認定を受けた小学校就学前子ども 

(2) 法第１９条第１項第２号の認定を受けた小学校就学前子ども（その年度

の４月１日時点で満３歳に達している者に限る。） 

(3) 生活保護世帯又は当該年度に納付すべき市町村民税が非課税となる世帯

に属する小学校就学前子ども（第１号及び前号に該当する者を除く。） 

附 則 

この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 

 

（提案理由） 
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子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）等の一部改正に伴い、幼児教

育・保育施設の３歳以上の利用者及び住民税非課税世帯に属する３歳未満の利用者

の利用を無償とするなど、所要の規定の整理を行う必要がある。これが、この条例

案を提出する理由である。 
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議案第６７号 

 

五島市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部改正について 

五島市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例案を次のとおり提出する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

五島市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

 五島市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２６年五島市条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第３項中「都道府県知事」の次に「又は地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市の長」を加える。 

附則第２条中「平成３２年３月３１日」を「令和２年３月３１日」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

（提案理由） 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令

第６３号）の一部改正に伴い、所要の規定の整理を行う必要がある。これが、この

条例案を提出する理由である。 
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議案第６８号 

 

五島市民三井楽プール条例の一部改正について 

五島市民三井楽プール条例の一部を改正する条例案を次のとおり提出する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

五島市民三井楽プール条例の一部を改正する条例 

五島市民三井楽プール条例（平成１６年五島市条例第２４８号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第５条第１項各号を次のように改める。 

(1) 火曜日。ただし、火曜日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１

７８号）に規定する休日（以下「祝日法による休日」という。）に当たるとき

は、その日後においてその日に最も近い祝日法による休日でない日とする。 

(2) １２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げる日を除く。） 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

（提案理由） 

市民三井楽プールの休場日を見直すため、所要の規定の整備を行う必要がある。

これが、この条例案を提出する理由である。 

 

- 43 -



議案第６９号 

 

五島市営住宅管理条例の一部改正について 

五島市営住宅管理条例の一部を改正する条例案を次のとおり提出する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

五島市営住宅管理条例の一部を改正する条例 

五島市営住宅管理条例（平成１６年五島市条例第１９９号）の一部を次のように

改正する。 

別表第１旭丘住宅Ａ棟の項から第２旭丘住宅の項までの規定中「五島市松山町５

７１番地」を「五島市松山町５７１番地１」に改め、同表第３旭丘住宅の項中「五

島市松山町５７１番地」を「五島市松山町５７１番地９」に改め、同表泊団地の項

を削る。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

（提案理由） 

奈留地区の泊団地を廃止すること等に伴い、所要の規定の整備を行う必要がある。

これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第７０号 

 

五島市単独住宅管理条例の一部改正について 

五島市単独住宅管理条例の一部を改正する条例案を次のとおり提出する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

五島市単独住宅管理条例の一部を改正する条例 

五島市単独住宅管理条例（平成１６年五島市条例第２０２号）の一部を次のよう

に改正する。 

第５条第１項に次のただし書を加える。 

ただし、最近１年間において入居者を募集した単独住宅の住戸であって、当該

期間中に次条の規定による入居の申込みがなかったものについては、第１号及び

第３号に掲げる条件を具備する者とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

（提案理由） 

最近１年間において入居の申込みがない単独住宅について、入居要件を緩和する

ため、所要の規定の整備を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由で

ある。 
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議案第７１号 

 

五島市簡易水道事業給水条例及び五島市水道事業給水条例の一部改正につい

て 

五島市簡易水道事業給水条例及び五島市水道事業給水条例の一部を改正する条例

案を次のとおり提出する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

五島市簡易水道事業給水条例及び五島市水道事業給水条例の一部を改正する

条例 

（五島市簡易水道事業給水条例の一部改正） 

第１条 五島市簡易水道事業給水条例（平成１６年五島市条例第１２５号）の一部

を次のように改正する。 

第４条、第２１条第２号及び第３号、第３３条第３項並びに第３８条第２項た

だし書中「又は」を「、又は」に改める。 

別表第２第２項中「指定手数料」を「新規指定手数料」に改め、同表第３項を

同表第４項とし、同表第２項の次に次の１項を加える。 

３ 指定給水装置工事事業者の更新指定手数料 １件につき５，０００円 

（五島市水道事業給水条例の一部改正） 

第２条 五島市水道事業給水条例（平成１６年五島市条例第２６５号）の一部を次

のように改正する。 

第４条、第２１条第２号及び第３号、第３３条第３項並びに第３８条第２項た

だし書中「又は」を「、又は」に改める。 

別表第２第２項中「指定手数料」を「新規指定手数料」に改め、同表第３項を

同表第４項とし、同表第２項の次に次の１項を加える。 

３ 指定給水装置工事事業者の更新指定手数料 １件につき５，０００円 

附 則 

この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 
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（提案理由） 

水道法（昭和３２年法律第１７７号）の一部改正により、指定給水装置工事事業

者に係る指定が更新制とされたことに伴い、当該更新に係る手数料を定めるため、

所要の規定の整備を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第７２号 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定について 

木場辺地に係る公共的施設の総合整備計画を別紙のとおり策定する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎  

 

 

 （提案理由） 

 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定については、辺地に係る公共的施設

の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）

第３条第１項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案を提出す

る理由である。 
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（別紙） 

総 合 整 備 計 画 書 

長崎県五島市  木場辺地 

 （辺地の人口 ２，５５５人、面積 １．２１ｋ㎡） 

 

１．辺地の概況 

 （１）辺地を構成する町又は字の名称    長崎県五島市木場町 

 （２）地域の中心の位置          長崎県五島市木場町２５８番１ 

 （３）辺地度点数             １５２点 

 

２．公共的施設の整備を必要とする事情 

この地区の防火水槽の設置予定地の周辺は、住宅が増え続けている区域であるが、

付近に消火栓及び防火水槽が設置されておらず、直近の消火栓から２００ｍ以上の距

離があること、及び当該区域に消防車両が進入できる道路がないことから、当該区域

で火災が発生した際に迅速かつ効果的な消化活動を実施できないことが懸念される。

このようなことから、防火水槽を新たに設置することにより、迅速かつ効果的な消火

活動を可能にし、地区住民のより安全な生活環境の整備を図るものである。 

 

３．公共的施設の整備計画 

令和元年度から令和５年度まで   ５年間 

（単位：千円） 

        区  分 

事 業  

施 設 名     主 体 

事 業 費 

財 源 内 訳 一般財源のう 

ち辺地対策事 

業債の予定額 
特 定 財 源 一 般 財 源 

消防施設 五 島 市 16,236 2,743 13,493 13,479 

      

      

合 計  16,236 2,743 13,493 13,479 
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議案第７３号 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定について 

堤辺地に係る公共的施設の総合整備計画を別紙のとおり策定する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎  

 

 

 （提案理由） 

 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定については、辺地に係る公共的施設

の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）

第３条第１項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案を提出す

る理由である。 
 

- 50 -



（別紙） 

総 合 整 備 計 画 書 

長崎県五島市  堤辺地 

（辺地の人口 ４２１人、面積 ５．９１ｋ㎡） 

 

１．辺地の概況 

 （１）辺地を構成する町又は字の名称    長崎県五島市堤町 

 （２）地域の中心の位置          長崎県五島市堤町１３１２番１ 

 （３）辺地度点数             １７５点 

 

２．公共的施設の整備を必要とする事情 

市道瀬戸・堤線は、地域住民の生活道路及び本山小学校等の通学路として利用され

ている。しかし、この路線は、舗装整備後の年数経過による路面のひび割れが発生し

ており、歩行者及び車両の通行に支障を来している状況である。このようなことから、

道路の舗装整備等を行い、交通の安全及び利便性の向上を図るものである。 

 

３．公共的施設の整備計画 

令和元年度から令和５年度まで   ５年間 

（単位：千円） 

        区  分 

事 業  

施 設 名     主 体 

事 業 費 

財 源 内 訳 一般財源のう 

ち辺地対策事 

業債の予定額 
特 定 財 源 一 般 財 源 

道路施設 五 島 市 152,839 91,059 61,780 61,717 

      

      

合 計  152,839 91,059 61,780 61,717 

 

- 51 -



議案第７４号 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定について 

椛島辺地に係る公共的施設の総合整備計画を別紙のとおり策定する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎  

 

 

 （提案理由） 

 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定については、辺地に係る公共的施設

の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）

第３条第１項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案を提出す

る理由である。 
 

- 52 -



（別紙） 

総 合 整 備 計 画 書 

長崎県五島市  椛島辺地 

（辺地の人口 １２６人、面積 ８．７５ｋ㎡） 

 

１．辺地の概況 

 （１）辺地を構成する町又は字の名称    長崎県五島市本窯町、伊福貴町 

 （２）地域の中心の位置          長崎県五島市伊福貴町３８３番 

 （３）辺地度点数             ２４０点 

 

２．公共的施設の整備を必要とする事情 

椛島地区においては、浄水施設の取水から導送水、浄水及び配水までの運転状況を、

五島市役所本庁に設置している監視システムにより管理している。しかし、同システ

ムは、整備後１６年が経過し、同型設備が製造終了となっていることから、故障して

も部品の確保ができず修理ができない状況が懸念される。このようなことから、浄水

施設の運転状況を一括管理できるシステムを更新することにより、地区住民に安全で

安心な飲用水を安定供給する体制の整備を図るものである。 

 

３．公共的施設の整備計画 

令和元年度から令和５年度まで   ５年間 

（単位：千円） 

        区  分 

事 業  

施 設 名     主 体 

事 業 費 

財 源 内 訳 一般財源のう 

ち辺地対策事 

業債の予定額 
特 定 財 源 一 般 財 源 

飲用水供給施設 五 島 市 10,000 5,500 4,500 4,500 

      

      

合 計  10,000 5,500 4,500 4,500 
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議案第７５号 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定について 

富江辺地に係る公共的施設の総合整備計画を別紙のとおり策定する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎  

 

 

 （提案理由） 

 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定については、辺地に係る公共的施設

の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）

第３条第１項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案を提出す

る理由である。 
 

- 54 -



（別紙） 

総 合 整 備 計 画 書 

長崎県五島市  富江辺地 

（辺地の人口 ２，４０５人、面積 １０．５ｋ㎡） 

 

１．辺地の概況 

 （１）辺地を構成する町又は字の名称    長崎県五島市富江町富江、富江町職人、

富江町土取、富江町黒島、富江町狩立、

富江町松尾、富江町山手 

（２）地域の中心の位置          長崎県五島市富江町富江２１１番 

（３）辺地度点数             ２１４点 

 

２．公共的施設の整備を必要とする事情 

市道月見～職人町線は、月見地区と職人地区とを結ぶ生活道路として利用されてお

り、また、農道への連絡道路にもなっている。しかし、この路線は、側溝が無く幅員

が狭いため、車両間の離合が困難であり、車両及び歩行者の通行に支障を来している

状況である。このようなことから、道路の拡幅整備を行い、地域住民の交通の安全及

び利便性の向上を図るものである。 

市道富江～山下線は、国道３８４号線と山崎地区とを結ぶ生活道路であり、地区住

民が頻繁に利用する路線である。しかし、この路線は、舗装整備後の年数の経過によ

る路面のひび割れや区画線の劣化が発生しており、車両及び歩行者の通行に支障を来

している状況である。このようなことから、道路の舗装整備等を行い、地域住民の交

通の安全及び利便性の向上を図るものである。 

市道黒瀬～職人線は、国道３８４号線と山崎地区とを結ぶ生活道路であり、地区住

民が頻繁に利用する路線である。しかし、この路線は、舗装整備後の年数の経過によ

る路面のひび割れや区画線の劣化が発生しており、車両及び歩行者の通行に支障を来

している状況である。このようなことから、道路の舗装整備等を行い、地域住民の交

通の安全及び利便性の向上を図るものである。 

 

３．公共的施設の整備計画 

令和元年度から令和５年度まで   ５年間 

（単位：千円） 

        区  分 

事 業  

施 設 名     主 体 

事 業 費 

財 源 内 訳 一般財源のう 

ち辺地対策事 

業債の予定額 
特 定 財 源 一 般 財 源 

道路施設 五 島 市 52,979 0 52,979 52,979 
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合 計  52,979 0 52,979 52,979 
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議案第７６号 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定について 

盈進辺地に係る公共的施設の総合整備計画を別紙のとおり策定する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

 

 （提案理由） 

 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定については、辺地に係る公共的施設

の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）

第３条第１項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案を提出す

る理由である。 
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（別紙） 

総 合 整 備 計 画 書 

長崎県五島市  盈進辺地 

（辺地の人口 １，３６３人、面積 ８．００ｋ㎡） 

 

１．辺地の概況 

 （１）辺地を構成する町又は字の名称    長崎県五島市富江町黒瀬、富江町長峰、 

富江町山下、富江町山手 

 （２）地域の中心の位置          長崎県五島市富江町黒瀬２４３番２ 

 （３）辺地度点数             ２３１点 

 

２．公共的施設の整備を必要とする事情 

   市道富江～山下線は、国道３８４号線と山下地区とを結ぶ生活道路であり、地区住

民が頻繁に利用する路線である。しかし、この路線は、舗装整備後の年数の経過によ

る路面のひび割れや区画線の劣化が発生しており、車両及び歩行者の通行に支障を来

している状況である。このようなことから、道路の舗装整備等を行い、地域住民の交

通の安全及び利便性の向上を図るものである。 

 

３．公共的施設の整備計画 

令和元年度から令和５年度まで   ５年間 

（単位：千円） 

        区  分 

事 業  

施 設 名     主 体 

事 業 費 

財 源 内 訳 一般財源のう 

ち辺地対策事 

業債の予定額 
特 定 財 源 一 般 財 源 

道路施設 五 島 市 171 0 171 171 

      

      

合 計  171 0 171 171 
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議案第７７号 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定について 

山崎辺地に係る公共的施設の総合整備計画を別紙のとおり策定する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

 

 （提案理由） 

 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定については、辺地に係る公共的施設

の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）

第３条第１項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案を提出す

る理由である。 
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（別紙） 

総 合 整 備 計 画 書 

長崎県五島市  山崎辺地 

（辺地の人口 ３１４人、面積 ２．７０ｋ㎡） 

 

１．辺地の概況 

 （１）辺地を構成する町又は字の名称    長崎県五島市富江町岳、富江町土取 

（２）地域の中心の位置          長崎県五島市富江町岳１７５７番３ 

（３）辺地度点数             ２６２点 

 

２．公共的施設の整備を必要とする事情 

市道黒瀬～職人線は、国道３８４号線と山崎地区とを結ぶ生活道路であり、地区住

民が頻繁に利用する路線である。しかし、この路線は、舗装整備後の年数の経過によ

る路面のひび割れや区画線の劣化が発生しており、車両及び歩行者の通行に支障を来

している状況である。このようなことから、道路の舗装整備等を行い、地域住民の交

通の安全及び利便性の向上を図るものである。 

 

３．公共的施設の整備計画 

令和元年度から令和５年度まで   ５年間 

（単位：千円） 

        区  分 

事 業  

施 設 名     主 体 

事 業 費 

財 源 内 訳 一般財源のう 

ち辺地対策事 

業債の予定額 
特 定 財 源 一 般 財 源 

道路施設 五 島 市 3,850 0 3,850 3,850 

      

      

合 計  3,850 0 3,850 3,850 

 

- 60 -



議案第７８号 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定について 

大宝辺地に係る公共的施設の総合整備計画を別紙のとおり策定する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎  

 

 

 （提案理由） 

 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定については、辺地に係る公共的施設

の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）

第３条第１項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案を提出す

る理由である。 
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（別紙） 

総 合 整 備 計 画 書 

長崎県五島市  大宝辺地 

（辺地の人口 ２３８人、面積 ６．９３ｋ㎡） 

 

１．辺地の概況 

 （１）辺地を構成する町又は字の名称    長崎県五島市玉之浦町大宝、玉之浦町 

立谷 

 （２）地域の中心の位置          長崎県五島市玉之浦町大宝９４６番１ 

 （３）辺地度点数             ２７２点 

 

２．公共的施設の整備を必要とする事情 

市道大宝１号線は、国道３８４号線と大宝地区とを結ぶ生活道路であり、地区住民

が頻繁に利用する路線である。しかし、この路線は、舗装整備後の年数の経過による

路面のひび割れや区画線の劣化が発生しており、車両及び歩行者の通行に支障を来し

ている状況である。このようなことから、道路の舗装整備等を行い、地域住民の交通

の安全及び利便性の向上を図るものである。 

 

３．公共的施設の整備計画 

令和元年度から令和５年度まで   ５年間 

（単位：千円） 

        区  分 

事 業  

施 設 名     主 体 

事 業 費 

財 源 内 訳 一般財源のう 

ち辺地対策事 

業債の予定額 
特 定 財 源 一 般 財 源 

道路施設 五 島 市 2,300 0 2,300 2,300 

      

      

合 計  2,300 0 2,300 2,300 
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議案第７９号 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定について 

寺脇辺地に係る公共的施設の総合整備計画を別紙のとおり策定する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎  

 

 

 （提案理由） 

 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定については、辺地に係る公共的施設

の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）

第３条第１項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案を提出す

る理由である。 
 

- 63 -



（別紙） 

総 合 整 備 計 画 書 

 

長崎県五島市  寺脇辺地 

（辺地の人口 １９６人、面積 ７．６０ｋ㎡） 

 

１．辺地の概況 

 （１）辺地を構成する町又は字の名称    長崎県五島市岐宿町松山、岐宿町中嶽 

 （２）地域の中心の位置          長崎県五島市岐宿町松山６０１番１ 

 （３）辺地度点数             ２３９点 

 

２．公共的施設の整備を必要とする事情 

森林管理道南部憩坂線の整備予定地周辺の森林は、計画的な森林整備が必要な人工

林が半数以上を占めているが、林道が未整備であることから、効率的な森林整備がで

きない状況である。このようなことから、林道を整備する（長崎県が主体となって事

業を実施し、本市が地元負担金として一部費用を負担する）ことにより、効率的な森

林整備を可能にし、林業の活性化を図るものである。 

 

３．公共的施設の整備計画 

令和元年度から令和５年度まで   ５年間 

（単位：千円） 

        区  分 

事 業  

施 設 名     主 体 

事 業 費 

財 源 内 訳 一般財源のう 

ち辺地対策事 

業債の予定額 
特 定 財 源 一 般 財 源 

林 道 

（地元負担金） 
長 崎 県 4,490 0 4,490 4,400 

      

      

合 計  4,490 0 4,490 4,400 
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議案第８０号 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定について 

田岸辺地に係る公共的施設の総合整備計画を別紙のとおり策定する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎  

 

 

 （提案理由） 

 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定については、辺地に係る公共的施設

の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）

第３条第１項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案を提出す

る理由である。 
 

- 65 -



 

（別紙） 

総 合 整 備 計 画 書 

 

長崎県五島市  田岸辺地 

 （辺地の人口 ４３７人、面積 ４．３１ｋ㎡） 

 

１．辺地の概況 

 （１）辺地を構成する町又は字の名称    長崎県五島市奈留町浦、奈留町船廻 

 （２）地域の中心の位置          長崎県五島市奈留町浦１５３番２ 

 （３）辺地度点数             ２１８点 

 

２．公共的施設の整備を必要とする事情 

田岸地区においては、既設の配水管の老朽化が進んでおり、漏水又は赤水の発生の

原因となっていることから、その早急な対策が必要とされている。このようなことか

ら、老朽管の布設替え及び配水管の耐震化を行うことにより、漏水又は赤水の発生を

抑制し、維持管理費の削減及び有収率の向上並びに地区住民に安全で安心な飲用水を

安定供給する体制の整備を図るものである。 

 

３．公共的施設の整備計画 

令和元年度から令和５年度まで   ５年間 

（単位：千円） 

        区  分 

事 業  

施 設 名     主 体 

事 業 費 

財 源 内 訳 一般財源のう 

ち辺地対策事 

業債の予定額 
特 定 財 源 一 般 財 源 

飲用水供給施設 五 島 市 32,940 18,099 14,841 14,832 

      

      

合 計  32,940 18,099 14,841 14,832 
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議案第８１号 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更について 

平成２７年９月３０日に議決された上大津辺地に係る公共的施設の総合整備計画

を別紙のとおり変更する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

 

 （提案理由） 

 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更については、辺地に係る公共的施設

の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）

第３条第８項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案を提出す

る理由である。 

- 67 -



（別紙） 

総 合 整 備 計 画 書（第１次変更） 

長崎県五島市  上大津辺地 

（辺地の人口 ２，２４０人、面積 ４．２３ｋ㎡） 

 

１．辺地の概況 

 （１）辺地を構成する町又は字の名称    長崎県五島市上大津町 

 （２）地域の中心の位置          長崎県五島市上大津町１９３番２０ 

 （３）辺地度点数             １４４点 

 

２．公共的施設の整備を必要とする事情 

市道上大津・鬼岳線は、福江空港に通じる上大津地区の幹線道路である。しかし、

この路線は、幅員が狭いため、歩行者と車両との離合及び車両間の離合が困難であり、

歩行者等の通行に支障を来している状況である。このようなことから、道路の拡幅整

備を行い、交通の安全及び利便性の向上を図るものである。 

市道空港・鬼岳線は、県道福江空港線と鬼岳とを結ぶ道路であり、地域住民及び観

光客の車両等の通行が増加している。しかし、この路線は、舗装整備後の年数の経過

による路面のひび割れや区画線の劣化が発生しており、車両及び歩行者の通行に支障

を来している状況である。このようなことから、道路の舗装整備等を行い、地域住民

の交通の安全及び利便性の向上を図るものである。 

 

３．公共的施設の整備計画 

平成２７年度から令和元年度まで   ５年間 

（単位：千円） 

        区  分 

事 業  

施 設 名     主 体 

事 業 費 

財 源 内 訳 一般財源のう 

ち辺地対策事 

業債の予定額 
特 定 財 源 一 般 財 源 

道路施設 五島市 303,300 0 303,300 303,300 

      

      

合 計  303,300 0 303,300 303,300 
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議案第８２号 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更について 

平成２９年９月２９日に議決された松山辺地に係る公共的施設の総合整備計画を

別紙のとおり変更する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

 

 （提案理由） 

 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更については、辺地に係る公共的施設

の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）

第３条第８項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案を提出す

る理由である。 
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（別紙） 

総 合 整 備 計 画 書（第１次変更） 

 

長崎県五島市  松山辺地 

（辺地の人口 １，６７９人、面積 １．７０ｋ㎡） 

 

１．辺地の概況 

 （１）辺地を構成する町又は字の名称    長崎県五島市松山町 

 （２）地域の中心の位置          長崎県五島市松山町４３番４ 

 （３）辺地度点数             １４７点 

 

２．公共的施設の整備を必要とする事情 

（道路施設） 

市道福江９３号線は、県道河務・福江線と戸楽地区とを結ぶ生活道路として利用さ

れている。しかし、この道路は、幅員が狭いため、歩行者と車両とのすれ違い及び車

両間の離合が困難であり、歩行者等の通行に支障を来している状況である。このよう

なことから、道路の拡幅整備を行い、地域住民の交通の安全及び利便性の向上を図る

ものである。 

（消防施設） 

この地区の防火水槽の設置予定地の周辺は、新興住宅地として住宅が増え続けてい

る区域であるが、付近の消防水利から十分な水量が確保できない状況であること、及

び当該区域に消防車両が進入できる道路がないことから、当該区域で火災が発生した

際に迅速かつ効果的な消化活動を実施できないことが懸念される。このようなことか

ら、防火水槽を新たに設置することにより、迅速かつ効果的な消火活動を可能にし、

地区住民のより安全な生活環境の整備を図るものである。 

 

３．公共的施設の整備計画 

平成２９年度から令和３年度まで   ５年間 

（単位：千円） 

        区  分 

事 業  

施 設 名     主 体 

事 業 費 

財 源 内 訳 一般財源のう 

ち辺地対策事 

業債の予定額 
特 定 財 源 一 般 財 源 

道路施設 五 島 市 150,000 0 150,000 150,000 

消防施設 五 島 市 16,166 2,743 13,423 13,421 

      

合 計  166,166 2,743 163,423 163,421 
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心
の

位
置

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

長
崎

県
五

島
市

松
山

町
４

３
番

４
 

 
（

３
）

辺
地

度
点

数
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

１
４

７
点
 

 

２
．

公
共

的
施

設
の

整
備

を
必

要
と

す
る

事
情
 

（
道

路
施

設
）
 

市
道

福
江

９
３

号
線

は
、

県
道

河
務

・
福

江
線

と
戸

楽
地

区
と

を
結

ぶ
生

活
道

路
と

し
て

利
用

さ

れ
て

い
る

。
し

か
し

、
こ

の
道

路
は

、
幅

員
が

狭
い

た
め

、
歩

行
者

と
車

両
と

の
す

れ
違

い
及

び
車

両
間

の
離

合
が

困
難

で
あ

り
、

歩
行

者
等

の
通

行
に

支
障

を
来

し
て

い
る

状
況

で
あ

る
。

こ
の

よ
う

な
こ

と
か

ら
、

道
路

の
拡

幅
整

備
を

行
い

、
地

域
住

民
の

交
通

の
安

全
及

び
利

便
性

の
向

上
を

図
る

も
の

で
あ

る
。
 

（
消

防
施

設
）
 

こ
の

地
区

の
防

火
水

槽
の

設
置

予
定

地
の

周
辺

は
、

新
興

住
宅

地
と

し
て

住
宅

が
増

え
続

け
て

い

る
区

域
で

あ
る

が
、

付
近

の
消

防
水

利
か

ら
十

分
な

水
量

が
確

保
で

き
な

い
状

況
で

あ
る

こ
と

、
及

び
当

該
区

域
に

消
防

車
両

が
進

入
で

き
る

道
路

が
な

い
こ

と
か

ら
、

当
該

区
域

で
火

災
が

発
生

し
た

際
に

迅
速

か
つ

効
果

的
な

消
化

活
動

を
実

施
で

き
な

い
こ

と
が

懸
念

さ
れ

る
。

こ
の

よ
う

な
こ

と
か

ら
、

防
火

水
槽

を
新

た
に

設
置

す
る

こ
と

に
よ

り
、

迅
速

か
つ

効
果

的
な

消
火

活
動

を
可

能
に

し
、

地
区

住
民

の
よ

り
安

全
な

生
活

環
境

の
整

備
を

図
る

も
の

で
あ

る
。
 

 

３
．

公
共

的
施

設
の

整
備

計
画
 

平
成

２
９

年
度

か
ら

令
和

３
年

度
 

ま
で

 
 

 
５

年
間
 

（
単

位
：

千
円

）
 

区
 

分
 

事
 

業
 

施
設

名
 

 
 

 
主

 
体
 

事
業

費
 

財
源

内
訳
 

一
般

財
源

の
う

ち
辺

地
対

策
事
 

業
債

の
予

定
額
 

特
定

財
源
 

一
般

財
源
 

道
路

施
設
 

五
島

市
 

1
5
0
,
0
0
0
 

0
 

1
5
0
,
0
0
0
 

1
5
0
,
0
0
0
 

消
防

施
設
 

五
島

市
 

1
6
,
1
6
6
 

2
,
7
4
3
 

1
3
,
4
2
3
 

1
3
,
4
2
1
 

 
 

 
 

 
 

合
計
 

 
1
6
6
,
1
6
6
 

2
,
7
4
3
 

1
6
3
,
4
2
3
 

1
6
3
,
4
2
1
 

 

 

総
 

合
 

整
 

備
 

計
 

画
 

書
 

 

長
崎

県
五

島
市

 
 

松
山

辺
地
 

（
辺

地
の

人
口

 
１

，
６

７
９

人
、

面
積

 
１

．
７

０
ｋ

㎡
）

１
．

辺
地

の
概

況
 

 
（

１
）

辺
地

を
構

成
す

る
町

又
は

字
の

名
称

 
 

 
 

長
崎

県
五

島
市

松
山

町
 

 
（

２
）

地
域

の
中

心
の

位
置

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

長
崎

県
五

島
市

松
山

町
４

３
番

４
 

 
（

３
）

辺
地

度
点

数
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

１
４

７
点
 

 

２
．

公
共

的
施

設
の

整
備

を
必

要
と

す
る

事
情
 

 市
道

福
江

９
３

号
線

は
、

県
道

河
務

・
福

江
線

と
戸

楽
地

区
と

を
結

ぶ
生

活
道

路
と

し
て

利
用

さ

れ
て

い
る

。
し

か
し

、
こ

の
道

路
は

、
幅

員
が

狭
い

た
め

、
歩

行
者

と
車

両
と

の
す

れ
違

い
及

び
車

両
間

の
離

合
が

困
難

で
あ

り
、

歩
行

者
等

の
通

行
に

支
障

を
来

し
て

い
る

状
況

で
あ

る
。

こ
の

よ
う

な
こ

と
か

ら
、

道
路

の
拡

幅
整

備
を

行
い

、
地

域
住

民
の

交
通

の
安

全
及

び
利

便
性

の
向

上
を

図
る

も
の

で
あ

る
。
 

        

３
．

公
共

的
施

設
の

整
備

計
画
 

平
成

２
９

年
度

か
ら

平
成

３
３

年
度

ま
で

 
 

 
５

年
間
 

（
単

位
：

千
円

）
 

区
 

分
 

事
 

業
 

施
設

名
 

 
 

 
主

 
体
 

事
業

費
 

財
源

内
訳
 

一
般

財
源

の
う

ち
辺

地
対

策
事
 

業
債

の
予

定
額
 

特
定

財
源
 

一
般

財
源
 

道
路

施
設
 

五
島

市
 

1
5
0
,
0
0
0
 

0
 

1
5
0
,
0
0
0
 

1
5
0
,
0
0
0
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

合
計
 

 
1
5
0
,
0
0
0
 

0
 

1
5
0
,
0
0
0
 

1
5
0
,
0
0
0
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議案第８３号 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更について 

平成３０年９月２５日に議決された東辺地に係る公共的施設の総合整備計画を別

紙のとおり変更する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

 

 （提案理由） 

 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更については、辺地に係る公共的施設

の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）

第３条第８項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案を提出す

る理由である。 
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（別紙） 

総 合 整 備 計 画 書（第１次変更） 

 

長崎県五島市  東辺地 

（辺地の人口 ３１５人、面積 ２１．２３ｋ㎡） 

 

１．辺地の概況 

 （１）辺地を構成する町又は字の名称    長崎県五島市玉之浦町小川、玉之浦町中

須、玉之浦町幾久山、玉之浦町上の平 

 （２）地域の中心の位置          長崎県五島市玉之浦町幾久山４３３番１ 

 （３）辺地度点数             ２７２点 

 

２．公共的施設の整備を必要とする事情 

林道富江玉之浦線のおがわ橋は、小川川に架けられた鋼橋である。しかし、この橋

は、架設後３１年が経過し、主桁、支承等に損傷が発生している状況である。このよ

うなことから、この橋の主桁、支承等の補修を行い、車両等の通行の安全及び林業の

活性化を図るものである。 

林道隠河内線の１号橋は、隠河内川に架けられたＲＣ橋である。しかし、この橋は、

架設後６０年以上が経過し、主桁に損傷が発生している状況である。このようなこと

から、この橋の主桁の補修を行い、車両等の通行の安全及び林業の活性化を図るもの

である。 

 

３．公共的施設の整備計画 

平成３０年度から令和４年度まで   ５年間 

（単位：千円） 

        区  分 

事 業  

施 設 名     主 体 

事 業 費 

財 源 内 訳 一般財源のう

ち辺地対策事

業債の予定額 
特 定 財 源 一 般 財 源 

林道 五 島 市 42,015 20,988 21,027 20,900 

      

      

合 計  42,015 20,988 21,027 20,900 
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〈
議

案
第

８
３

号
参

考
〉

総
合
整

備
計

画
書

新
旧

対
照

表
 

（
下

線
の

部
分

は
、

変
更

部
分

）
 

変
 

 
 

 
 

更
 

 
 

 
 

後
 

変
 

 
 

 
 

更
 

 
 

 
 

前
 

 

総
 

合
 

整
 

備
 

計
 

画
 

書
（

第
１

次
変

更
）
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
長

崎
県

五
島

市
 

 
東

辺
地
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（

辺
地

の
人

口
 

３
１

５
人

、
面

積
 

２
１

．
２

３
ｋ

㎡
）
 

 

１
．

辺
地

の
概

況
 

（
１

）
辺

地
を

構
成

す
る

町
又

は
字

の
名

称
 

 
 

長
崎

県
五

島
市

玉
之

浦
町

小
川

、
玉

之
浦

町
中
 

須
、

玉
之

浦
町

幾
久

山
、

玉
之

浦
町

上
の

平
 

（
２

）
地

域
の

中
心

の
位

置
 

 
 

 
 

 
 

 
 

長
崎

県
五

島
市

玉
之

浦
町

幾
久

山
４

３
３

番
１
 

（
３

）
辺

地
度

点
数

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

２
７

２
点
 

 ２
．

公
共

的
施

設
の

整
備

を
必

要
と

す
る

事
情

 

林
道
富

江
玉

之
浦

線
の

お
が
わ
橋

は
、

小
川

川
に
架

け
ら

れ
た
鋼
橋

で
あ

る
。

し
か

し
、

こ
の
橋

は
、
架

設
後

３
１

年
が

経
過

し
、

主
桁

、
支
承

等
に
損
傷

が
発

生
し

て
い

る
状

況
で

あ
る

。
こ

の
よ

う
な

こ
と

か
ら

、
こ

の
橋

の
主
桁

、
支
承

等
の
補
修

を
行

い
、

車
両

等
の

通
行

の
安

全
及

び
林

業
の

活
性

化
を

図
る

も
の

で
あ

る
。

 

林
道
隠

河
内

線
の

１
号
橋

は
、
隠

河
内

川
に
架

け
ら

れ
た
Ｒ
Ｃ
橋

で
あ

る
。

し
か

し
、

こ
の
橋

は
、

架
設

後
６

０
年
以

上
が

経
過

し
、

主
桁

に
損
傷

が
発

生
し

て
い

る
状

況
で

あ
る

。
こ

の
よ

う
な

こ
と

か
ら

、
こ

の
橋

の
主
桁

の
補
修

を
行

い
、

車
両

等
の

通
行

の
安

全
及

び
林

業
の

活
性

化
を

図
る

も
の

で
あ

る
。

 

 

３
．

公
共

的
施

設
の

整
備

計
画
 

平
成

３
０

年
度

か
ら

令
和

４
年

度
 

ま
で

 
 

 
５

年
間
 

（
単

位
：

千
円

）

区
 

分
 

事
 

業
 

施
設

名
 

 
 

 
主

 
体
 

事
業

費
 

財
源

内
訳
 

一
般

財
源

の
う

ち
辺

地
対

策
事
 

業
債

の
予

定
額
 

特
定

財
源
 

一
般

財
源
 

林
道
 

五
島

市
 

4
2
,
0
1
5
 

2
0
,
9
8
8
 

2
1
,
0
2
7
 

2
0
,
9
0
0
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

合
 

 
計
 

 
4
2
,
0
1
5
 

2
0
,
9
8
8
 

2
1
,
0
2
7
 

2
0
,
9
0
0
 

 

 

総
 

合
 

整
 

備
 

計
 

画
 

書
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
長

崎
県

五
島

市
 

 
東

辺
地
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（

辺
地

の
人

口
 

３
１

５
人

、
面

積
 

２
１

．
２

３
ｋ

㎡
）
 

 

１
．

辺
地

の
概

況
 

（
１

）
辺

地
を

構
成

す
る

町
又

は
字

の
名

称
 

 
 

長
崎

県
五

島
市

玉
之

浦
町

小
川

、
玉

之
浦

町
中
 

須
、

玉
之

浦
町

幾
久

山
、

玉
之

浦
町

上
の

平
 

（
２

）
地

域
の

中
心

の
位

置
 

 
 

 
 

 
 

 
 

長
崎

県
五

島
市

玉
之

浦
町

幾
久

山
４

３
３

番
１
 

（
３

）
辺

地
度

点
数

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

２
７

２
点
 

 ２
．

公
共

的
施

設
の

整
備

を
必

要
と

す
る

事
情

 

林
道
富

江
玉

之
浦

線
の

お
が
わ
橋

は
、

小
川

川
に
架

け
ら

れ
た
鋼
橋

で
あ

る
。

し
か

し
、

こ
の
橋

は
、
架

設
後

３
１

年
が

経
過

し
、

主
桁

、
支
承

等
に
損
傷

が
発

生
し

て
い

る
状

況
で

あ
る

。
こ

の
よ

う
な

こ
と

か
ら

、
こ

の
橋

の
主
桁

、
支
承

等
の
補
修

を
行

い
、

車
両

等
の

通
行

の
安

全
及

び
林

業
の

活
性

化
を

図
る

も
の

で
あ

る
。

 

    

 

３
．

公
共

的
施

設
の

整
備

計
画
 

平
成

３
０

年
度

か
ら

平
成

３
４

年
度

ま
で

 
 

 
５

年
間
 

（
単

位
：

千
円

）

区
 

分
 

事
 

業
 

施
設

名
 

 
 

 
主

 
体
 

事
業

費
 

財
源

内
訳
 

一
般

財
源

の
う

ち
辺

地
対

策
事
 

業
債

の
予

定
額
 

特
定

財
源
 

一
般

財
源
 

林
道
 

五
島

市
 

2
0
,
0
0
0
 

1
0
,
0
0
0
 

1
0
,
0
0
0
 

1
0
,
0
0
0
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

合
 

 
計
 

 
2
0
,
0
0
0
 

1
0
,
0
0
0
 

1
0
,
0
0
0
 

1
0
,
0
0
0
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議案第８４号 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更について 

平成２９年９月２９日に議決された濱ノ畔辺地に係る公共的施設の総合整備計画

を別紙のとおり変更する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

 

 （提案理由） 

 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更については、辺地に係る公共的施設

の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）

第３条第８項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案を提出す

る理由である。 
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（別紙） 

総 合 整 備 計 画 書（第３次変更） 

長崎県五島市  濱ノ畔辺地 

（辺地の人口 １，７４８人、面積  １０．５３ｋ㎡） 

 

１．辺地の概況 

 （１）辺地を構成する町又は字の名称   長崎県五島市三井楽町濱ノ畔 

 （２）地域の中心の位置         長崎県五島市三井楽町濱ノ畔１０３０番５ 

 （３）辺地度点数            ２１３点 

 

２．公共的施設の整備を必要とする事情 

   （道路施設） 

市道里仁田尾線は、国道３８４号と航空自衛隊福江島分屯基地とを結ぶ路線の一部で、

主に地域住民の生活道路として利用されている。また、年に数回、自衛隊の大型車両２５

台程度が訓練のために来島する際にもこの路線が利用されている。しかし、この路線は、

自衛隊の大型車両が通行する場合には、幅員が狭く車両の離合が困難なため、その他の車

両の通行を規制する必要があるなど、車両の通行に支障を来している状況である。 

このようなことから、道路の拡幅整備及び舗装整備を行い、地域住民の交通の安全及び

利便性の向上を図るものである。 

市道里釜裏線は、国道３８４号線と濱ノ畔地区の中心とを結ぶ路線の一部で、主に地域

住民の生活道路として利用されているほか、通学路としても利用されている。しかし、こ

の路線は、舗装整備後の年数の経過による路面のひび割れや区画線の劣化が発生しており、

車両及び歩行者の通行に支障を来している状況である。 

このようなことから、道路の舗装整備を行い、地域住民の交通の安全及び利便性の向上

を図るものである。 

   （診療施設） 

   国民健康保険三井楽診療所のＸ線撮影装置は、平成４年１２月に設置している。しかし、

設置後２３年が経過し、老朽化に伴う基盤の故障により使用不能となっており、保守部品

保有期間の終了により修理もできない状況である。現在、往診用の携帯型Ｘ線撮影装置を

代用しているが、撮影できる部位が制限されているため、医師の診断に支障を来している

状況である。 

   このようなことから、新たに一般Ｘ線撮影装置を整備することで、地域医療の充実を図

るものである。 

 

３．公共的施設の整備計画 

平成２７年度から令和元年度まで   ５年間 

（単位：千円） 
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        区  分 

事 業  

施 設 名     主 体 

事 業 費 

財 源 内 訳 一般財源のう

ち辺地対策事 

業債の予定額 
特 定 財 源 一 般 財 源 

道路施設 五 島 市 165,535 112,621 52,914 52,700 

診療施設 五 島 市 5,346 1,080 4,266 4,260 

      

合  計  170,881 113,701 57,180 56,960 
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議案第８５号 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更について 

平成２７年９月３０日に議決された川原辺地に係る公共的施設の総合整備計画を

別紙のとおり変更する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

 

 （提案理由） 

 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更については、辺地に係る公共的施設

の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）

第３条第８項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案を提出す

る理由である。 
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（別紙） 

総 合 整 備 計 画 書（第１次変更） 

長崎県五島市  川原辺地 

（辺地の人口 ６９２人、面積 １８．２０ｋ㎡） 

 

１．辺地の概況 

 （１）辺地を構成する町又は字の名称    長崎県五島市岐宿町川原 

 （２）地域の中心の位置          長崎県五島市岐宿町川原５７４番１ 

 （３）辺地度点数             ２２１点 

 

２．公共的施設の整備を必要とする事情 

   （道路施設） 

市道憩坂線は、国道３８４号と主要地方道富江岐宿線を結ぶ重要路線であるが、道

路幅員が狭く、しかもカーブ区間が多く、見通しが悪い上に大型車両の通行も多い。

さらに、県立五島南高等学校の通学路としても利用されていることから、道路の整備

を行い、生徒の安全な通学及び住民の交通の利便性の向上を図るものである。 

 （林道） 

林業専用道川原線の整備予定地周辺の森林は、計画的な森林整備が必要な人工林が

半数以上を占めているが、林道が未整備であることから、効率的な森林整備ができな

い状況である。このようなことから、林道を整備することにより、効率的な森林整備

を可能にし、林業の活性化を図るものである。 

 

３．公共的施設の整備計画 

平成２７年度から令和元年度まで   ５年間 

（単位：千円） 

        区  分 

事 業  

施 設 名     主 体 

事 業 費 

財 源 内 訳 一般財源のう 

ち辺地対策事 

業債の予定額 
特 定 財 源 一 般 財 源 

道路施設 五 島 市 58,900 0 58,900 58,900 

林  道 五 島 市 116,938 64,320 52,618 45,800 

      

合 計  175,838 64,320 111,518 104,700 

 

- 82 -



 
 

〈
議

案
第

８
５

号
参

考
〉

総
合
整

備
計

画
書

新
旧

対
照

表
 

（
下

線
の

部
分

は
、

変
更

部
分

）
 

変
 

 
 

 
 

更
 

 
 

 
 

後
 

変
 

 
 

 
 

更
 

 
 

 
 

前
 

 

総
 

合
 

整
 

備
 

計
 

画
 

書
（

第
１

次
変

更
）
 

 

長
崎

県
五

島
市

 
 

川
原

辺
地
 

（
辺

地
の

人
口

 
６

９
２

人
、

面
積

 
１
８

．
２

０
ｋ

㎡
）

 

１
．

辺
地

の
概

況
 

 
（

１
）

辺
地

を
構

成
す

る
町

又
は

字
の

名
称

 
 

 
 

長
崎

県
五

島
市
岐
宿

町
川
原
 

 
（

２
）

地
域

の
中

心
の

位
置

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

長
崎

県
五

島
市
岐
宿

町
川
原

５
７

４
番

１
 

 
（

３
）

辺
地

度
点

数
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

２
２

１
点
 

 

２
．

公
共

的
施

設
の

整
備

を
必

要
と

す
る

事
情
 

（
道

路
施

設
）
 

市
道
憩
坂

線
は

、
国

道
３
８

４
号

と
主

要
地
方

道
富

江
岐
宿

線
を

結
ぶ
重

要
路

線
で

あ
る

が
、

道

路
幅

員
が

狭
く

、
し

か
も
カ
ー
ブ

区
間

が
多
く

、
見

通
し

が
悪

い
上

に
大
型

車
両

の
通

行
も
多

い
。

さ
ら

に
、

県
立

五
島
南
高

等
学
校

の
通
学

路
と

し
て

も
利

用
さ

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
道

路
の

整
備

を
行

い
、

生
徒

の
安

全
な

通
学

及
び

住
民

の
交

通
の

利
便

性
の

向
上

を
図

る
も

の
で

あ
る

。
 

（
林

道
）
 

林
業
専

用
道

川
原

線
の

整
備

予
定

地
周

辺
の
森
林

は
、

計
画

的
な
森
林

整
備

が
必

要
な

人
工
林

が

半
数
以

上
を
占

め
て

い
る

が
、
林

道
が
未

整
備

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

効
率

的
な
森
林

整
備

が
で

き
な

い
状

況
で

あ
る

。
こ

の
よ

う
な

こ
と

か
ら

、
林

道
を

整
備

す
る

こ
と

に
よ

り
、

効
率

的
な
森
林

整
備

を
可

能
に

し
、
林

業
の

活
性

化
を

図
る

も
の

で
あ

る
。
 

 

３
．

公
共

的
施

設
の

整
備

計
画
 

平
成

２
７

年
度

か
ら

令
和

元
年

度
 

ま
で

 
 

 
５

年
間
 

（
単

位
：

千
円

）
 

区
 

分
 

事
 

業
 

施
設

名
 

 
 

 
主

 
体
 

事
業

費
 

財
源

内
訳
 

一
般

財
源

の
う

ち
辺

地
対

策
事
 

業
債

の
予

定
額
 

特
定

財
源
 

一
般

財
源
 

道
路

施
設
 

五
島

市
 

5
8
,
9
0
0
 

0
 

5
8
,
9
0
0
 

5
8
,
9
0
0
 

林
 

 
道
 

五
島

市
 

1
1
6
,
9
3
8
 

6
4
,
3
2
0
 

5
2
,
6
1
8
 

4
5
,
8
0
0
 

 
 

 
 

 
 

合
計
 

 
1
7
5
,
8
3
8
 

6
4
,
3
2
0
 

1
1
1
,
5
1
8
 

1
0
4
,
7
0
0
 

 

 

総
 

合
 

整
 

備
 

計
 

画
 

書
 

 

長
崎

県
五

島
市

 
 

川
原

辺
地
 

（
辺

地
の

人
口

 
６

９
２

人
、

面
積

 
１
８

．
２

０
ｋ

㎡
）

 

１
．

辺
地

の
概

況
 

 
（

１
）

辺
地

を
構

成
す

る
町

又
は

字
の

名
称

 
 

 
 

長
崎

県
五

島
市
岐
宿

町
川
原
 

 
（

２
）

地
域

の
中

心
の

位
置

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

長
崎

県
五

島
市
岐
宿

町
川
原

５
７

４
番

１
 

 
（

３
）

辺
地

度
点

数
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

２
２

１
点
 

 

２
．

公
共

的
施

設
の

整
備

を
必

要
と

す
る

事
情
 

（
道

路
施

設
）
 

市
道
憩
坂

線
は

、
国

道
３
８

４
号

と
主

要
地
方

道
富

江
岐
宿

線
を

結
ぶ
重

要
路

線
で

あ
る

が
、

道

路
幅

員
が

狭
く

、
し

か
も
カ
ー
ブ

区
間

が
多
く

、
見

通
し

が
悪

い
上

に
大
型

車
両

の
通

行
も
多

い
。

さ
ら

に
、

県
立

五
島
南
高

等
学
校

の
通
学

路
と

し
て

も
利

用
さ

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
道

路
の

整
備

を
行

い
、

生
徒

の
安

全
な

通
学

及
び

住
民

の
交

通
の

利
便

性
の

向
上

を
図

る
も

の
で

あ
る

。
 

（
林

道
）
 

林
業
専

用
道

川
原

線
の

整
備

予
定

地
周

辺
の
森
林

は
、

計
画

的
な
森
林

整
備

が
必

要
な

人
工
林

が

半
数
以

上
を
占

め
て

い
る

が
、
林

道
が
未

整
備

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

効
率

的
な
森
林

整
備

が
で

き
な

い
状

況
で

あ
る

。
こ

の
よ

う
な

こ
と

か
ら

、
林

道
を

整
備

す
る

こ
と

に
よ

り
、

効
率

的
な
森
林

整
備

を
可

能
に

し
、
林

業
の

活
性

化
を

図
る

も
の

で
あ

る
。
 

 

３
．

公
共

的
施

設
の

整
備

計
画
 

平
成

２
７

年
度

か
ら

平
成

３
１

年
度

ま
で

 
 

 
５

年
間
 

（
単

位
：

千
円

）
 

区
 

分
 

事
 

業
 

施
設

名
 

 
 

 
主

 
体
 

事
業

費
 

財
源

内
訳
 

一
般

財
源

の
う

ち
辺

地
対

策
事
 

業
債

の
予

定
額
 

特
定

財
源
 

一
般

財
源
 

道
路

施
設
 

五
島

市
 

5
8
,
9
0
0
 

0
 

5
8
,
9
0
0
 

5
8
,
9
0
0
 

林
 

 
道
 

五
島

市
 

9
1
,
4
3
8
 

4
9
,
3
2
0
 

4
2
,
1
1
8
 

3
5
,
3
0
0
 

 
 

 
 

 
 

合
計
 

 
1
5
0
,
3
3
8
 

4
9
,
3
2
0
 

1
0
1
,
0
1
8
 

9
4
,
2
0
0
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議案第８６号 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更について 

平成３０年９月２５日に議決された中岳南部辺地に係る公共的施設の総合整備計

画を別紙のとおり変更する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

 

 （提案理由） 

 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更については、辺地に係る公共的施設

の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）

第３条第８項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案を提出す

る理由である。 
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（別紙） 

総 合 整 備 計 画 書（第１次変更） 

 

長崎県五島市  中岳南部辺地 

（辺地の人口 ２２８人、面積 ７．３０ｋ㎡） 

 

１．辺地の概況 

 （１）辺地を構成する町又は字の名称    長崎県五島市岐宿町中嶽、岐宿町二本楠 

 （２）地域の中心の位置          長崎県五島市岐宿町中嶽１９８７番２ 

 （３）辺地度点数             ２２５点 

 

２．公共的施設の整備を必要とする事情 

市道中嶽北部３３号線の八本木橋（４号）は、岐宿町中岳地区の集落内を流れる大

保川に架けられた鋼橋である。しかし、この橋は、架設後３０年以上が経過している

と思われ、主桁、支承等に損傷が発生している状況である。このようなことから、こ

の橋の主桁、支承等の補修を行い、地区住民の交通の安全及び利便性の向上を図るも

のである。 

市道松山中嶽南部１号線の柿之木場橋（２号）は、岐宿町中岳地区の集落内を流れ

る柿之木場川に架けられた鋼橋である。しかし、この橋は、架設後５０年以上が経過

していると思われ、主桁、支承等に損傷が発生している状況である。このようなこと

から、この橋の主桁、支承等の補修を行い、橋の長寿命化並びに地区住民の交通の安

全及び利便性の向上を図るものである。 

 

３．公共的施設の整備計画 

平成３０年度から令和４年度まで   ５年間 

（単位：千円） 

        区  分 

事 業  

施 設 名     主 体 

事 業 費 

財 源 内 訳 一般財源のう

ち辺地対策事

業債の予定額 
特 定 財 源 一 般 財 源 

道路施設 五 島 市 40,600 13,021 27,579 27,546 

      

      

合 計  40,600 13,021 27,579 27,546 
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〈
議

案
第

８
６

号
参

考
〉

総
合
整

備
計

画
書

新
旧

対
照

表
 

（
下

線
の

部
分

は
、

変
更

部
分

）
 

変
 

 
 

 
 

更
 

 
 

 
 

後
 

変
 

 
 

 
 

更
 

 
 

 
 

前
 

 

総
 

合
 

整
 

備
 

計
 

画
 

書
（

第
１

次
変

更
）
 

 

長
崎

県
五

島
市

 
 

中
岳
南
部

辺
地
 

（
辺

地
の

人
口

 
２

２
８

人
、

面
積

 
７

．
３

０
ｋ

㎡
）

 

１
．

辺
地

の
概

況
 

 
（

１
）

辺
地

を
構

成
す

る
町

又
は

字
の

名
称

 
 

 
 

長
崎

県
五

島
市
岐
宿

町
中
嶽

、
岐
宿

町
二
本
楠
 

 
（

２
）

地
域

の
中

心
の

位
置

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

長
崎

県
五

島
市
岐
宿

町
中
嶽

１
９
８

７
番

２
 

 
（

３
）

辺
地

度
点

数
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

２
２

５
点
 

 

２
．

公
共

的
施

設
の

整
備

を
必

要
と

す
る

事
情
 

市
道

中
嶽
北
部

３
３

号
線

の
八
本
木
橋

（
４

号
）

は
、
岐
宿

町
中

岳
地

区
の
集
落

内
を
流

れ
る

大

保
川

に
架

け
ら

れ
た
鋼
橋

で
あ

る
。

し
か

し
、

こ
の
橋

は
、
架

設
後

３
０

年
以

上
が

経
過

し
て

い
る

と
思
わ

れ
、

主
桁

、
支
承

等
に
損
傷

が
発

生
し

て
い

る
状

況
で

あ
る

。
こ

の
よ

う
な

こ
と

か
ら

、
こ

の
橋

の
主
桁

、
支
承

等
の
補
修

を
行

い
、

地
区

住
民

の
交

通
の

安
全

及
び

利
便

性
の

向
上

を
図

る
も

の
で

あ
る

。
 

市
道

松
山

中
嶽
南
部

１
号

線
の
柿

之
木
場
橋

（
２

号
）

は
、
岐
宿

町
中

岳
地

区
の
集
落

内
を
流

れ

る
柿

之
木
場

川
に
架

け
ら

れ
た
鋼
橋

で
あ

る
。

し
か

し
、

こ
の
橋

は
、
架

設
後

５
０

年
以

上
が

経
過

し
て

い
る

と
思
わ

れ
、

主
桁

、
支
承

等
に
損
傷

が
発

生
し

て
い

る
状

況
で

あ
る

。
こ

の
よ

う
な

こ
と

か
ら

、
こ

の
橋

の
主
桁

、
支
承

等
の
補
修

を
行

い
、
橋

の
長
寿
命

化
並

び
に

地
区

住
民

の
交

通
の

安

全
及

び
利

便
性

の
向

上
を

図
る

も
の

で
あ

る
。
 

 

３
．

公
共

的
施

設
の

整
備

計
画
 

平
成

３
０

年
度

か
ら

令
和

４
年

度
 

ま
で

 
 

 
５

年
間
 

（
単

位
：

千
円

）
 

区
 

分
 

事
 

業
 

施
設

名
 

 
 

 
主

 
体
 

事
業

費
 

財
源

内
訳
 

一
般

財
源

の
う

ち
辺

地
対

策
事
 

業
債

の
予

定
額
 

特
定

財
源
 

一
般

財
源
 

道
路

施
設
 

五
島

市
 

4
0
,
6
0
0
 

1
3
,
0
2
1
 

2
7
,
5
7
9
 

2
7
,
5
4
6
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

合
計
 

 
4
0
,
6
0
0
 

1
3
,
0
2
1
 

2
7
,
5
7
9
 

2
7
,
5
4
6
 

 

 

総
 

合
 

整
 

備
 

計
 

画
 

書
 

 

長
崎

県
五

島
市

 
 

中
岳
南
部

辺
地
 

（
辺

地
の

人
口

 
２

２
８

人
、

面
積

 
７

．
３

０
ｋ

㎡
）

 

１
．

辺
地

の
概

況
 

 
（

１
）

辺
地

を
構

成
す

る
町

又
は

字
の

名
称

 
 

 
 

長
崎

県
五

島
市
岐
宿

町
中
嶽

、
岐
宿

町
二
本
楠
 

 
（

２
）

地
域

の
中

心
の

位
置

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

長
崎

県
五

島
市
岐
宿

町
中
嶽

１
９
８

７
番

２
 

 
（

３
）

辺
地

度
点

数
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

２
２

５
点
 

 

２
．

公
共

的
施

設
の

整
備

を
必

要
と

す
る

事
情
 

市
道

中
嶽
北
部

３
３

号
線

の
八
本
木
橋

（
４

号
）

は
、
岐
宿

町
中

岳
地

区
の
集
落

内
を
流

れ
る

大

保
川

に
架

け
ら

れ
た
鋼
橋

で
あ

る
。

し
か

し
、

こ
の
橋

は
、
架

設
後

３
０

年
以

上
が

経
過

し
て

い
る

と
思
わ

れ
、

主
桁

、
支
承

等
に
損
傷

が
発

生
し

て
い

る
状

況
で

あ
る

。
こ

の
よ

う
な

こ
と

か
ら

、
こ

の
橋

の
主
桁

、
支
承

等
の
補
修

を
行

い
、

地
区

住
民

の
交

通
の

安
全

及
び

利
便

性
の

向
上

を
図

る
も

の
で

あ
る

。
 

      

３
．

公
共

的
施

設
の

整
備

計
画
 

平
成

３
０

年
度

か
ら

平
成

３
４

年
度

ま
で

 
 

 
５

年
間
 

（
単

位
：

千
円

）
 

区
 

分
 

事
 

業
 

施
設

名
 

 
 

 
主

 
体
 

事
業

費
 

財
源

内
訳
 

一
般

財
源

の
う

ち
辺

地
対

策
事
 

業
債

の
予

定
額
 

特
定

財
源
 

一
般

財
源
 

道
路

施
設
 

五
島

市
 

1
6
,
5
0
0
 

2
,
4
5
4
 

1
4
,
0
4
6
 

1
4
,
0
4
6
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

合
計
 

 
1
6
,
5
0
0
 

2
,
4
5
4
 

1
4
,
0
4
6
 

1
4
,
0
4
6
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議案第８７号 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更について 

平成３０年９月２５日に議決された西海辺地に係る公共的施設の総合整備計画を

別紙のとおり変更する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

 

 （提案理由） 

 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更については、辺地に係る公共的施設

の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）

第３条第８項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案を提出す

る理由である。 
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（別紙） 

総 合 整 備 計 画 書（第１次変更） 

 

長崎県五島市  西海辺地 

（辺地の人口 １８３人、面積 ４．９３ｋ㎡） 

 

１．辺地の概況 

 （１）辺地を構成する町又は字の名称    長崎県五島市奈留町浦 

 （２）地域の中心の位置          長崎県五島市奈留町浦７５４番１６ 

 （３）辺地度点数             ２３９点 

 

２．公共的施設の整備を必要とする事情 

（道路施設） 

白這地区と宿輪地区との間は、ここ数年、マグロの養殖事業の発展に伴い、大型車

両の通行が増加している。しかし、これらの地区を結ぶ一般県道奈留島線及び市道白

這～江上線は、幅員が狭いため車両間の離合が困難であり、歩行者及び車両の通行に

支障を来している状況である。このようなことから、新たに白這地区と宿輪地区とを

結ぶ道路を整備し、地域住民の交通の安全及び利便性の向上を図るものである。 

（飲用水供給施設） 

西海地区においては、既設の配水管の老朽化が進んでおり、漏水又は赤水の発生の

原因となっていることから、その早急な対策が必要とされている。このようなことか

ら、老朽管の布設替え及び配水管の耐震化を行うことにより、漏水又は赤水の発生を

抑制し、維持管理費の削減及び有収率の向上並びに地区住民に安全で安心な飲用水を

安定供給する体制の整備を図るものである。 

 

３．公共的施設の整備計画 

平成３０年度から令和４年度まで   ５年間 

（単位：千円） 

        区  分 

事 業  

施 設 名     主 体 

事 業 費 

財 源 内 訳 一般財源のう

ち辺地対策事

業債の予定額 
特 定 財 源 一 般 財 源 

道路施設 五 島 市 128,200 0 128,200 128,200 

飲用水供給施設 五 島 市 41,681 22,901 18,780 18,768 

      

合 計  169,881 22,901 146,980 146,968 
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議案第８８号 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更について 

平成２９年９月２９日に議決された船廻辺地に係る公共的施設の総合整備計画を

別紙のとおり変更する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

 

 （提案理由） 

 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更については、辺地に係る公共的施設

の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）

第３条第８項の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案を提出す

る理由である。 
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（別紙） 

総 合 整 備 計 画 書（第２次変更） 

 

長崎県五島市  船廻辺地 

 （辺地の人口 ２４４人、面積 ４．１９ｋ㎡） 

 

１．辺地の概況 

 （１）辺地を構成する町又は字の名称    長崎県五島市奈留町泊、奈留町船廻 

 （２）地域の中心の位置          長崎県五島市奈留町船廻４８１番５ 

 （３）辺地度点数             ２６７点 

 

２．公共的施設の整備を必要とする事情 

市道田岸～矢神線は、定期バスが運行され、地域住民が頻繁に利用する幹線道路で

ある。しかし、当該道路は、整備後の年数の経過による路面のひび割れ、わだち掘れ

等が発生しており、車両の通行に支障を来している状況である。 

このようなことから、道路の舗装整備を実施し、地域住民の生活環境の整備及び交

通の安全を図るものである。 

市道田岸～矢神線の第２江川橋は、田岸地区の集落内を流れる江川に架けられた鋼

橋である。しかし、この橋は、架設後２２年が経過し、主桁及び支承に損傷が発生し

ている状況である。 

このようなことから、この橋の主桁、支承等の補修を行い、橋の延命化並びに地域

住民の交通の安全及び利便性の向上を図るものである。 

市道船廻～汐池線は、浦地区と汐池地区とを結ぶ生活道路であり、地域住民が頻繁

に利用する路線である。しかし、この路線は、整備後の年数の経過による路面のひび

割れ、わだち掘れ等が発生しており、車両及び歩行者の通行に支障を来している状況

である。 

このようなことから、道路の舗装整備を実施し、地域住民の交通の安全及び利便性

の向上を図るものである。 

 

３．公共的施設の整備計画 

平成２８年度から令和２年度まで   ５年間 

（単位：千円） 

        区  分 

事 業  

施 設 名     主 体 

事 業 費 

財 源 内 訳 一般財源のう

ち辺地対策事 

業債の予定額 
特 定 財 源 一 般 財 源 

道路施設 五 島 市 186,600 13,370 173,230 173,230 
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合 計  186,600 13,370 173,230 173,230 
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、

地
域

住
民

が
頻
繁

に
利

用
す

る
幹

線
道

路
で

あ
る

。
し

か
し

、
当

該
道

路
は

、
整

備
後

の
年

数
の

経
過

に
よ

る
路

面
の

ひ
び

割
れ

、
わ
だ

ち
掘

れ

等
が

発
生

し
て

お
り

、
車

両
の

通
行

に
支

障
を

来
し

て
い

る
状

況
で

あ
る

。
 

こ
の

よ
う

な
こ

と
か

ら
、

道
路

の
舗

装
整

備
を

実
施

し
、

地
域

住
民

の
生

活
環

境
の

整
備

及
び

交

通
の

安
全

を
図

る
も

の
で

あ
る

。
 

市
道
田
岸
～
矢
神

線
の

第
２

江
川
橋

は
、
田
岸

地
区

の
集
落

内
を
流

れ
る

江
川

に
架

け
ら

れ
た
鋼

橋
で

あ
る

。
し

か
し

、
こ

の
橋

は
、
架

設
後

２
２

年
が

経
過

し
、

主
桁

及
び

支
承

に
損
傷

が
発

生
し

て
い

る
状

況
で

あ
る

。
 

こ
の

よ
う

な
こ

と
か

ら
、

こ
の
橋

の
主
桁

、
支
承

等
の
補
修

を
行

い
、
橋

の
延
命

化
並

び
に

地
域

住
民

の
交

通
の

安
全

及
び

利
便

性
の

向
上

を
図

る
も

の
で

あ
る

。
 

       

３
．

公
共

的
施

設
の

整
備

計
画
 

平
成

２
８

年
度

か
ら

平
成

３
２

年
度

ま
で

 
 

 
５

年
間
 

（
単

位
：

千
円

）
 

区
 

分
 

事
 

業
 

施
設

名
 

 
 

 
主

 
体
 

事
業

費
 

財
源

内
訳
 

一
般

財
源

の
う

ち
辺

地
対

策
事
 

業
債

の
予

定
額
 

特
定

財
源
 

一
般

財
源
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道
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7
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6
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3
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島
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1
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1
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1
1
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1
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3
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3
7
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9
,
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3
0
 

9
9
,
7
0
0
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議案第８９号 

 

五島市公平委員会委員の選任について 

 次の者を五島市公平委員会委員に選任する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

住  所  五島市松山町１４５番地１ 
 

ふりがな  ね  ぎ  わたる 
氏  名  祢  宜   渉 

    

生年月日  昭和２８年２月１１日 

 

 

 （提案理由） 

 公平委員会委員の選任については、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）

第９条の２第２項の規定により議会の同意を得る必要がある。これが、この案を提

出する理由である。 
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〈議案第８９号参考〉 

略 歴 

  昭和５０年 ３月  京都工芸繊維大学卒業 

同 ５０年 ６月  長崎県 入庁 

平成２５年 ３月  同   退職 

同 ２５年１１月  五島市一般任期付職員 採用（五島市農業振興課理事） 

同 ２８年 ３月  同          退職 

同 ２８年 ４月  向町町内会長 現在に至る。 

同 ２８年 ６月  福江空港ターミナルビル㈱代表取締役社長 就任 

同 ２８年１１月  福江商工会議所副会頭 就任 

同 ２９年 ６月  福江地区町内会連合会副会長 現在に至る。 

令和 元年 ５月  福江空港ターミナルビル㈱代表取締役社長 退任 

同  元年 ６月  福江商工会議所副会頭 退任 

 

 

任       期       表 

氏     名 就 任 年 月 日 任 期 満 了 年 月 日 備  考 

犬 塚 一 輝 平成２７年１０月２０日 令和 元年１０月１９日  

松 本 康 英 平成２８年１０月２０日 令和 ２年１０月１９日  

本 村 秀 子 平成３０年１０月２０日 令和 ４年１０月１９日  
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議案第９０号 

 

五島市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 次の者を五島市固定資産評価審査委員会委員に選任する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

住  所  五島市富江町狩立３０７番地１ 

ふりがな  たて いし  みつ  のり 
氏  名  立  石  光  德 

生年月日  昭和２２年２月２日 

 

 

 （提案理由） 

 固定資産評価審査委員会委員の選任については、地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）第４２３条第３項の規定により議会の同意を得る必要がある。これが、こ

の案を提出する理由である。 
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〈議案第９０号参考〉 

 略 歴 

昭和４０年 ３月   鹿児島県立出水工業高等学校卒業 

同 ４０年 ４月   旭有機材工業㈱入社 

同 ４１年 ７月   同      退社 

同 ４１年 ８月   立石プロパン入社 

平成 ６年 ９月   ㈲タテイシ（旧立石プロパン）代表取締役 現在に至

る。 

同 １２年 ４月   富江町消防団副団長 

同 １６年 ８月   五島市消防団副団長 

同 １９年 ４月   同     統括副団長 

同 ２１年 ４月   五島市商工会会長 現在に至る。 

同 ２２年１０月   五島市固定資産評価審査委員会委員 現在に至る。 

同 ２２年１０月   五島市消防団退団 

 

任       期       表 

氏     名 就 任 年 月 日 任 期 満 了 年 月 日 備  考 

立 石 光 德 平成２８年１０月２０日 令和 元年１０月１９日  

永 尾   晃 平成２８年１０月２０日 令和 元年１０月１９日  

四 辻 和 男 平成２８年１０月２０日 令和 元年１０月１９日  
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議案第９１号 

 

五島市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 次の者を五島市固定資産評価審査委員会委員に選任する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

住  所  五島市松山町７５７番地６ 

ふりがな  なが  お   あきら  
氏  名  永  尾   晃 

生年月日  昭和２７年６月２３日 

 

 

 （提案理由） 

 固定資産評価審査委員会委員の選任については、地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）第４２３条第３項の規定により議会の同意を得る必要がある。これが、こ

の案を提出する理由である。 
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〈議案第９１号参考〉 

 略 歴 

昭和４６年 ３月   長崎県立長崎北高等学校卒業 

同 ４６年 ４月   大阪国税局採用 

税務大学校大阪研修所入所 

同 ４７年 ３月   同         卒業 

社税務署勤務    

同 ５０年 ３月   同   退職 

同 ５０年 ４月   福江市職員採用 

平成１３年 ４月   同  建設課長補佐兼管理係長 

同 １６年 ８月   五島市富江支所企画調整課長 

同 １７年１０月   同  税務課長補佐兼市民税係長 

同 １９年 ３月   同  退職 

同 ２５年１０月   五島市固定資産評価審査委員会委員 現在に至る。 

 

任       期       表 

氏     名 就 任 年 月 日 任 期 満 了 年 月 日 備  考 

立 石 光 德 平成２８年１０月２０日 令和 元年１０月１９日  

永 尾   晃 平成２８年１０月２０日 令和 元年１０月１９日  

四 辻 和 男 平成２８年１０月２０日 令和 元年１０月１９日  
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議案第９２号 

 

五島市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 次の者を五島市固定資産評価審査委員会委員に選任する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

住  所  五島市三井楽町濱ノ畔１２８５番地４ 

ふりがな   よ  つじ  かず  お  
氏  名  四  辻  和  男 

生年月日  昭和２８年１１月９日 

 

 

 （提案理由） 

 固定資産評価審査委員会委員の選任については、地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）第４２３条第３項の規定により議会の同意を得る必要がある。これが、こ

の案を提出する理由である。 
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〈議案第９２号参考〉 

 略 歴 

昭和４７年 ３月   長崎県立五島南高等学校卒業 

同 ４７年 ５月   覚野石油㈱（大阪）入社 

同 ４８年１０月   同        退社 

同 ４８年１１月   共栄石油（福岡）入社 

同 ５１年 ４月   同       退社 

同 ５１年 ５月   五島農業協同組合入職 

同 ６３年 ９月   同       退職 

同 ６３年１０月   サトミオート（自動車整備業）開業 

平成１６年１２月   民生委員就任 

同 ２４年１１月   地域審議会委員就任 

同 ２５年１０月   五島市固定資産評価審査委員会委員 現在に至る。 

同 ２５年１１月   民生委員退任 

同 ２７年 ３月   地域審議会委員退任 

 

任       期       表 

氏     名 就 任 年 月 日 任 期 満 了 年 月 日 備  考 

立 石 光 德 平成２８年１０月２０日 令和 元年１０月１９日  

永 尾   晃 平成２８年１０月２０日 令和 元年１０月１９日  

四 辻 和 男 平成２８年１０月２０日 令和 元年１０月１９日  
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議案第９３号 

 

人権擁護委員の候補者の推薦について 

 次の者を人権擁護委員の候補者として推薦する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

住  所  五島市木場町７０６番地 
 

ふりがな   いし  ぐろ  のり   こ 
氏  名   石  黒  則  子 

    

生年月日  昭和２２年１０月２日 

 

 

 （提案理由） 

人権擁護委員の候補者の推薦については、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１

３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を聞く必要がある。これが、この案

を提出する理由である。 
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〈議案第９３号参考〉 

 略 歴 

  昭和４５年 ３月  大阪大学文学部卒業 

  同 ４５年 ３月  日本万国博覧会協会広報部勤務 

同 ４５年１２月  国際羊毛事務局広報宣伝部勤務 

平成 ２年 ４月  長崎県教育庁五島教育事務所社会教育課勤務 

同  ５年 ４月  長崎県立五島高校、同富江高校及び同五島商業高校講師 

同 １４年 ７月  長崎県男女共同参画推進委員 

同 １５年 ４月  長崎県公共事業評価監視委員会委員 

同 １５年 ４月  民事調停委員 

同 １５年 ４月  家事調停委員 

同 １５年 ４月  福江警察署協議会委員 

同 １６年１１月  長崎県環境審議会委員 

同 １７年１０月  五島市男女共同参画審議会委員 現在に至る。 

同 ２２年 ７月  五島市情報公開・個人情報保護審査会委員 現在に至る。 

同 ２２年１０月  五島市人権擁護委員（１期） 

同 ２３年 ４月  長崎県五島保健所感染症診査協議会委員 現在に至る。 

同 ２５年１０月  五島市人権擁護委員（２期） 

同 ２９年 １月  五島市人権擁護委員（３期） 現在に至る。 
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任       期       表 
 

氏     名 就 任 年 月 日 任 期 満 了 年 月 日 備  考 

石 黒 則 子 平成２９年 １月 １日 令和 元年１２月３１日  

赤 瀨   博 平成２９年 １月 １日 令和 元年１２月３１日  

村 上 やよい 平成２９年 １月 １日 令和 元年１２月３１日  

洗 川 正 則 平成２９年 ７月 １日 令和 ２年 ６月３０日 
平成３０年１２

月３１日辞任 

白 石 芳 隆 平成３０年 １月 １日 令和 ２年１２月３１日  

山 口 泰 一 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

山 本 博 子 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

久 貝 広 紀 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

松 本 政 樹 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

平 山 和 子 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

村 中 清 志 平成３１年 ４月 １日 令和 ４年 ３月３１日  
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議案第９４号 

 

人権擁護委員の候補者の推薦について 

 次の者を人権擁護委員の候補者として推薦する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

住  所  五島市奈留町泊３３番地１ 
 

ふりがな   あか   せ  ひろし 
氏  名   赤  瀨  博 

    

生年月日  昭和２５年３月７日 

 

 

 （提案理由） 

人権擁護委員の候補者の推薦については、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１

３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を聞く必要がある。これが、この案

を提出する理由である。 
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〈議案第９４号参考〉 

 略 歴 

  昭和４３年 ３月  長崎県立五島高等学校卒業 

  同 ４３年 ４月  奈留町臨時職員 

同 ４３年 ６月  奈留町職員 

平成１６年 ８月  五島市奈留支所長 

同 １９年 ４月  同  教育委員会事務局総務課長 

同 ２１年 ４月  同  議会事務局長 

同 ２２年 ３月  定年退職 

同 ２３年 ３月  社会福祉法人なる共生会理事 現在に至る。 

同 ２３年１１月  五島市男女共同参画審議会委員 

同 ２４年 ４月  長崎県男女共同参画推進委員 

同 ２４年 ６月  奈留町漁業協同組合監事 現在に至る。 

同 ２９年 １月  五島市人権擁護委員（１期） 現在に至る。 
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任       期       表 
 

氏     名 就 任 年 月 日 任期満了年 月 日  備  考 

石 黒 則 子 平成２９年 １月 １日 令和 元年１２月３１日  

赤 瀨   博 平成２９年 １月 １日 令和 元年１２月３１日  

村 上 やよい 平成２９年 １月 １日 令和 元年１２月３１日  

洗 川 正 則 平成２９年 ７月 １日 令和 ２年 ６月３０日 
平成３０年１２

月３１日辞任 

白 石 芳 隆 平成３０年 １月 １日 令和 ２年１２月３１日  

山 口 泰 一 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

山 本 博 子 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

久 貝 広 紀 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

松 本 政 樹 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

平 山 和 子 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

村 中 清 志 平成３１年 ４月 １日 令和 ４年 ３月３１日  
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議案第９５号 

 

人権擁護委員の候補者の推薦について 

 次の者を人権擁護委員の候補者として推薦する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

住  所  五島市上崎山町３０９番地１ 
 

ふりがな   むら  かみ    
氏  名   村  上  やよい 

    

生年月日  昭和３３年３月１２日 

 

 

 （提案理由） 

人権擁護委員の候補者の推薦については、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１

３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を聞く必要がある。これが、この案

を提出する理由である。 
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〈議案第９５号参考〉 

 略 歴 

昭和５５年 ３月  福岡教育大学中学校教員養成課程数学科卒業 

同 ５５年 ４月  平戸市立平戸中学校教諭 

平成 ３年 ４月  玉之浦町立平成中学校教諭 

同  ６年 ４月  福江市立福江中学校教諭 

同 １１年 ４月  富江町立富江中学校教諭 

同 １２年 ４月  福江市立久賀中学校教諭 

同 １７年 ４月  五島市立富江中学校教諭 

同 ２１年 ４月  五島市立崎山中学校教諭 

同 ２４年 ３月  同        退職 

同 ２９年 １月  五島市人権擁護委員（１期） 現在に至る。 

 

任       期       表 
 

氏     名 就 任 年 月 日 任 期 満 了 年 月 日 備  考 

石 黒 則 子 平成２９年 １月 １日 令和 元年１２月３１日  

赤 瀨   博 平成２９年 １月 １日 令和 元年１２月３１日  

村 上 やよい 平成２９年 １月 １日 令和 元年１２月３１日  

洗 川 正 則 平成２９年 ７月 １日 令和 ２年 ６月３０日 
平成３０年１２

月３１日辞任 

白 石 芳 隆 平成３０年 １月 １日 令和 ２年１２月３１日  

山 口 泰 一 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

山 本 博 子 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

久 貝 広 紀 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

松 本 政 樹 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

平 山 和 子 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

村 中 清 志 平成３１年 ４月 １日 令和 ４年 ３月３１日  
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議案第９６号 

 

人権擁護委員の候補者の推薦について 

 次の者を人権擁護委員の候補者として推薦する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

住  所  五島市岐宿町中嶽１９９１番地３ 
 

ふりがな   まつ  した   あきら 
氏  名   松  下   明 

    

生年月日  昭和３２年１月２６日 

 

 

 （提案理由） 

人権擁護委員の候補者の推薦については、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１

３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を聞く必要がある。これが、この案

を提出する理由である。 
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〈議案第９６号参考〉 

 略 歴 

  昭和５０年 ３月  長崎県立五島高等学校卒業 

  同 ５０年 ６月  神戸ナショナル家電販売㈱勤務 

平成 ４年 ９月  兵庫松下ライフエレクトロニクス㈱勤務 

同 １３年１０月  松下ライフエレクトロニクス㈱勤務 

同 １６年 ６月  パナソニックテレコム㈱勤務 

同 ２４年１０月  コネクシオ㈱勤務 

同 ２７年 ６月  同     退職 

同 ２９年 ８月  ㈱真興産業勤務 

同 ３１年 ２月  同    退職 

 

任       期       表 
 

氏     名 就 任 年 月 日 任 期 満 了 年 月 日 備  考 

石 黒 則 子 平成２９年 １月 １日 令和 元年１２月３１日  

赤 瀨   博 平成２９年 １月 １日 令和 元年１２月３１日  

村 上 やよい 平成２９年 １月 １日 令和 元年１２月３１日  

洗 川 正 則 平成２９年 ７月 １日 令和 ２年 ６月３０日 
平成３０年１２

月３１日辞任 

白 石 芳 隆 平成３０年 １月 １日 令和 ２年１２月３１日  

山 口 泰 一 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

山 本 博 子 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

久 貝 広 紀 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

松 本 政 樹 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

平 山 和 子 平成３１年 １月 １日 令和 ３年１２月３１日  

村 中 清 志 平成３１年 ４月 １日 令和 ４年 ３月３１日  
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議案第１１４号 

 

権利の放棄について 

 長崎県肉用牛振興施設整備事業費補助金の返還に係る加算金について、次のとお

り権利を放棄する。 

令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

１ 権 利 の内容  平成１６年度長崎県肉用牛振興施設整備事業費補助金の返還

金（3,615,138円）に係る加算金（5,654,790円） 

２ 放棄により利  五島市籠淵町２４５０番地１ 

益を受ける者  ごとう農業協同組合 

        代表理事組合長 橋 詰  覺 

３ 放 棄 の 理由  当該補助金の返還命令の原因となった事業の中止が、事業主

体以外の外的要因によるものであり、やむを得ない事情である

と認められるため。 

４ 放 棄 の時期  令和元年９月２７日 

 

 

 （提案理由） 

 権利の放棄については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項

第１０号の規定により議会の議決を経る必要がある。これが、この案を提出する理

由である。 
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報告第１４号 

 

   専決処分の報告について 

 

 財産の取得についての変更について、特に緊急を要するため議会を招集する時間

的余裕がないことが明らかであると認め、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定

により報告し、承認を求める。 

  令和元年９月４日提出 

五島市長 野 口 市太郎   

 

 

 （専決理由） 

 財産の取得についての変更については、地方自治法第９６条第１項第８号及び五

島市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１６年

五島市条例第５０号）第３条の規定により議会の議決を経る必要があるが、議会を

招集する時間的余裕がないことが明らかであったため専決処分したものである。 
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専 決 処 分 書 

 

財産の取得についての変更について、特に緊急を要するため議会を招集する時間

的余裕がないことが明らかであると認め、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

令和元年７月２３日 

五島市長 野 口 市太郎        

 

財産の取得についての変更について 

 

 令和元年７月８日に議決された議案第４８号財産の取得についての一部を次のと

おり変更する。 

 

「３ 取得金額  ３６，７４０，０００円」を「３ 取得金額  ３６，０７

２，０００円」に改める。 
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